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【研究要旨】我が国における過労死等防止に資するため、１）過労死等事案の解析、２）疫学研

究（職域コホート研究、現場介入研究）、３）実験研究（循環器負担のメカニズム解明、過労死

関連指標と体力との関係の解明）を第 1 期（平成 27～29 年度）に引き続き、第 2 期（平成 30～

令和 2 年度）の研究として開始し、2 年目の令和元年度にはそれぞれ以下の結果を得た。 

＜過労死事案研究＞ 

①平成 22～29 年度の 8 年間の脳・心臓疾患及び精神障害の労災認定事案についてのデー

タベース（脳・心臓疾患 2,280 件、精神障害 3,517 件）を構築し、(1)性・年齢、疾患名、業種・職

種、健康管理状況等及び出来事別の経年変化、(2)重点業種を業種横断的かつ経年的に検

討した。その結果、脳・心臓疾患事案、精神障害事案ともに決定時疾患名の年度による顕著な

差異は見られなかった。一方、脳・心臓疾患事案の被災者の事業場が就業規則及び賃金規程

を有する割合、健康診断実施率は平成27年度以降に増加していること、精神障害事案では心

理的負荷の出来事のうち、「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事」「2 週間以

上にわたる連続勤務」「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行」が平成 27 年度以降に増加して

いること等が確認された。 

②脳・心臓疾患のうち脳内出血事案 604 件に注目し、出血部位別の分析を行った。その結果、

被殻出血が全体の半数（43.8％）を占め、続いて視床出血（16.7％）、脳幹出血（14.4%）が多か

った。これらの出血部位は高血圧性脳出血の好発部位として知られ、高血圧と過労死等の発

症との関連性について検討が必要である。また、生存事案では被殻出血が 55.3％と最も多い

が、死亡事案では脳幹出血が 35.5%と最も多かった。 

③精神障害のうち自殺事案 167 件を対象に背景要因や発症前 6 か月の時間外労働の推移等

の分析を行った。男性の 30～40 歳代が多いこと、事務系・管理系と専門的・技術的職業従事

者が多く、雇用者 100 万人当たりの自殺者数では管理職における自殺発生率が突出して高い

こと、疾患名は F32 うつ病エピソードが多く、自殺の手段では縊首、場所は自宅敷地内が多い

ことなどがわかった。時間外労働時間の解析から、4 つの推移パターンが見出され、それぞれ

の長時間労働の背景要因の特徴を整理した。 

④介護サービス業における過労死等の 66 件の分析を行った。脳・心臓疾患事案では、長時間

労働に加えて長時間夜勤時の対策が必要であること、精神障害事案では、決定時疾患を生じ

させる決定時イベントが心理イベントを介して発症していたことから、心理イベントの予防を行う

こと、具体的には、1 人夜勤を避ける、イベントが生じたら速やかに組織的な対応を行う、イベン

ト後に長時間労働をさせない等の対策が有効であることが示唆された。 

⑤トラックドライバーの過労死等を低減させる目的で、トラック事業者がトラックに搭載しているデ

ジタコグラフの AI 解析を目的として、デジタコデータの集積方法、データ解析スキームの構築、

トラック事業者に対するデータのフィードバック方法を策定した。その結果、1,000例以上のデジ

タコの利用が可能になり、今後、本スキームに基づいて研究を展開する。 
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⑥裁量労働制適用労働者の過労死等の労災認定 61 事案を対象に、その実態と背景要因を

検討した。長時間労働による過重業務、実労働時間の未把握、対人関係の問題等の実態が明

らかとなった。 

⑦裁量労働制適用者 26 事案（脳心 12 件、精神 14 件）を対象に、労働時間・職務遂行の状況

や、事業場・上司による職場管理などの視点から事例分析を行った。疾患発症の機序は、長期

にわたる長時間労働及びその背景としての業務の専門性あるいは業務区分の明確性ゆえに

他者との協働の困難性、また特に精神事案においては被災者の性格も相俟って業務に過重な

負荷がかかっていた。さらに、精神障害事案については、職場における人間関係を契機として

業務上の心理的負荷が生じていた。事業場・企業は、裁量労働制のみなし時間を適正なものと

すること、出退勤管理の方法に万全を期し、裁量労働制適用者の実労働時間管理を適切に行

ったうえで、健康福祉確保措置や苦情処理措置を適正に運用していくことが必要である。 

⑧精神障害事案のうち、長時間労働が負荷の主要部分を占める「長時間労働関連事案」計

422 件（生存事案 302 件、自殺事案 120 件）を対象として、生存・自殺事案を比較した。その結

果、生存事案は自殺事案と比べ、勤続年数が短い、勤め先経験数が多いなどの特徴があっ

た。業種や職種においても生存事案と自殺事案では分布の特徴が異なるなど、被災者属性に

相違が見られた。また、生存事案における発病時年齢 50 代の長時間労働関連・生存事案 43

件を見ると、事案からは、「ムリが限界に」「業務・環境への適応」「厳しすぎる指導」「過度の追

及」「不当な扱い」という類型が見出された。長時間労働下での精神障害発病プロセスにおい

ては、被災者の負荷認識に関していくつかの特徴的な形があることがうかがえた。 

＜疫学研究、現場調査＞ 

⑨勤務状況とその後の健康との前向き関連を調べる職域コホート研究を開始し、長期的研究

体制を整えた。令和元年度は目標数を達成するための参加者リクルート、ベースライン調査の

基盤を整えることができた。勤怠データ、健診データ、ストレスチェックデータ、質問紙データに

基づいて横断的な分析を行った。その結果、労務データの労働時間が長くなるほど労務デー

タと質問紙データの一致度が対象企業によって異なる可能性のあること、一企業のデータを用

いた解析では、残業時間の蓄積と収縮期血圧、拡張期血圧、LDL コレステロール、また心理指

標（心理的ストレス反応）との間に関連が見られるなどがわかった。今後の課題は研究参加企

業及び参加者の参加継続の維持である。 

⑩トラックドライバーの過労死防止に効果的な介入策の立案に向けて、働き方や休み方の異な

る長距離及び地場トラックドライバーの睡眠が疲労及び血圧に及ぼす影響を現場観察調査に

より検討した。その結果、長距離の疲労感に及ぼす拘束時間の長い勤務と車中泊による短い

睡眠時間の影響があること、長距離と地場ともに休日明け勤務 1 日目の出庫時の収縮期血圧

が、睡眠時間や出庫時刻にかかわらず高くなることが明らかになった。 

⑪過労死等事案より抽出した過労徴候を用いて開発中の「過労徴候しらべ」を用いて、トラック

ドライバーと看護師を対象に、彼らの労働・生活要因と過労徴候の関連性を検討した。その結

果、これまで、トラックドライバーにおける疲労リスク要因とされてきた残業時間や睡眠時間、夜

勤回数、運行スケジュール、手待ち時間等と過労徴候の関連性が確認された。このことより、そ

れらの疲労リスク要因を行政、職場、個人等のレベルにおいて工夫を凝らしながら改善すること

は、過労死予防に寄与することが再確認された。 

＜実験研究＞ 

⑫長時間労働と循環器負担のメカニズム解明に関する実験研究から、(a)長時間労働時の加齢

や安静時血圧の影響を考慮したより具体的な対策が必要であること、(b)長時間労働時の睡眠

確保が重要であること、(c)長時間労働による心血管系の負担を軽減するための勤務中の休憩

配置を提案することが可能になることが考えられた。 

⑬心肺持久力（CRF）に関する研究では、労働者の CRF を簡便かつ安全に評価する検査手法

として開発した HRmix 等を用いて、(a)昨年度までの被験者実験のデータを用いた分析と論文

投稿、(b)HRmix の改良のための被験者実験、(c)質問紙（WLAQ_CRF）や体力測定法（JST）を

用いた横断調査を行った。 
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＜過労死等防止チェックリスト開発＞ 

⑭過労死等の防止のための具体的な対策アクションの実行・継続を支援するために、各現場

の状況や意見に基づいた対策の検討ができる柔軟性のあるツールの開発のための基礎情報

の収集と整理を行った。簡便性を重視しての、個々の業種・職種などの特性の検討に基づいた

職種特化型ツールの検討が考えられる。次年度は過労死事案分析から得られた業種ごとのフ

ァクトシートとあわせたチェックリスト開発を進める。 
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Ａ．目的

業務による過重な負荷による脳・心臓疾患

や強い心理的負荷による精神障害・自殺（以

下、「過労死等」という。）の防止は、我が国に

おける労働者が安全で健康に、生産的で豊か

な労働生活を確保するための最優先課題の

一つである。平成 26 年には過労死等防止対

策推進法が成立し、内外で防止対策の取り組

みが進められている。しかしながら、業務にお

ける過重な負荷による脳・心臓疾患は減少し

ておらず、業務における強い心理的負荷によ

る精神障害は増加の一途である。 

過労死等防止調査研究センターでは、平成

27 年度から 29 年度に「過労死等の実態解明

と防止対策に関する総合的な労働安全衛生

研究（第 1 期）」を実施し、1）過労死等労災認

定事案の解析、2）疫学研究（職域コホート研

究、現場介入研究）、3）実験研究（長時間作

業と心血管系負担、心肺体力測定法の開発）

を行った。過労死等の労災認定事案の分析で

は、業種、性別、年齢などによる違いを明らか

にし、脳・心臓疾患と精神障害それぞれにつ

いて労働時間を含む関連要因を解析した

（Yamauchi et al. Ind Health 2017; Yamauchi et 

al. J Occup Environ Med 2018; Takahashi M 

2019）。また運輸業・郵便業、医療・福祉業、教

育・学習支援業など過労死等の多発している

重点 5 業種を選定し、業種ごとの特徴を提示

した。勤務状況とその後の健康との前向き関

連を調べる職域コホート調査は開始したところ

であり、参加事業場の拡大、追跡調査と解析

が待たれている。過重労働の予防策を探る現

場介入調査は小規模事業場で行えたものの、

病院看護師とトラック運転手はこれからである。

実験研究では、模擬長時間労働の実験を通じ

て労働時間の経過に伴う心血管系の負担増

が確認され（劉ら. 労働安全衛生研究 2018; 

Liu et al. 2018）、高血圧を有している者ではそ

の傾向がより強くなることを明らかにした（Ikeda 

et al. 2018）。こうした負担をどのように緩和す

るか、また睡眠状況はどのように影響するかと

いう研究的疑問に答えていかなければならな

い。また、労働時間等の過重労働へのばく露

とともに、労働者の体力等も過労死等の防止

に重要であることから、心肺持久力を簡便かつ

安全に評価するための方法の開発に着手した

（松尾ら. 産業衛生学雑誌 2017; So et al. J 

Phys Fit Sports Med 2018）。これらの手法の洗
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練化とともに、労働者の健康指標との関連の

解明が残されている。 

そこで、本研究では第 1 期の研究に引き続

き、1)過労死等労災認定事案の解析、2)疫学

研究（職域コホート研究、現場介入研究）、3)

実験研究（心血管系負担と心肺体力指標）を

実施し、最終年度（令和 2 年度）には「過労死

等防止チェックリスト」を考案し、過重労働に伴

う心身の健康障害防止のための効果的な対策

について提案する。 

1) 過労死等労災認定事案の解析では、平

成 27 年 4 月以降の脳・心臓疾患と精神障害

の事案を収集しデータベースを更新して、経

年変化等を検証する。令和元年度には、以下

の 8 視点からの分析を行う。①平成 29 年度の

過労死等労災認定事案の収集と計 8 年間の

データベースの更新、経年変化と重点業種の

解析。②脳・心臓疾患の病態に関する研究と

して脳内出血の出血部位等に注目した分析、

③精神障害・自殺事案のうち自殺完遂事案に

関する分析、④重点業種の医療・福祉のうち

介護サービス業の分析、⑤重点業種の自動車

運転従事者のうちトラックドライバーの過労死

等防止のための研究体制構築、⑥裁量労働

性対象者の労災認定事案の特徴、⑦裁量労

働制適用者の労災認定事例の分析、⑧精神

障害・長時間労働関連事案の特徴及び負荷

認識に関する分析、を取り上げる。 

2)疫学研究の職域コホート研究では、平成

30 年度からは製造系、食品系、情報通信系、

建設系など参加事業場を拡大していることから、

参加者リクルート、ベースライン調査の基盤を

整える。現場介入研究では、長距離と地場トラ

ックドライバーの睡眠が疲労及び血圧に及ぼ

す影響の検討、製造系事業場でも過重労働

予防策を明らかにする介入研究を実施する。

さらに、過労死リスクを予測し、防止するための

ツールとして「過労徴候しらべ」の開発をねら

いとして、過労死等事案から抽出した過労徴

候と労働・生活要因の関連性について、トラッ

クドライバーと看護師を対象に検討を行う。 

3)実験研究では、第 1 期の研究から長時間

労働に伴って心血管系に対する負担の増大、

一定時間の休憩による緩和が示されたことな

どを明らかにしてきたが、過労死等防止に関

連した知見を検討するため、本年度は①加齢

の影響、②長時間労働が短時間睡眠と組み

合わさることによる心身への負担について検

討を行った。心肺体力測定法の職場応用に向

けて、第 1 期から開発に着手した心肺体力測

定法について、①これまでの研究データを用

いてWLAQ_CRFと JSTそれぞれについて、開

発の経緯を詳細に記載した論文の作成、②事

業場での運用を見据えた HRmix の改良のた

めの被験者実験、③WLAQ_CRF や JST を用

いた横断調査を行う。 

4)過労死等の防止のための具体的な対策

アクションの実行・継続を支援するために、医

学関連文献データベースを用いて国内外の

文献を収集し、各現場の状況や意見に基づい

た対策の検討ができる柔軟性のあるツールの

開発のための基礎情報の収集と整理を行う。 

 

Ｂ．方法

１. 過労死等事案解析

平成 27 年 4 月以降の脳・心臓疾患と精神

障害の労災事案を集め、データベースを更新

して経年変化を検証するとともに、令和元年度

は図表 1-1 に示した課題に取り組んだ（主担

当：吉川、佐々木（毅）、西村、酒井、菅、梅崎、

池添、髙見、藤本、高橋）。 

 

図表 1-1 事案解析内容（令和元年度）* 
区

分 

番

号 

解析テーマ 

（主担当した分担研究者） 

重

点

業

種

・

病

態 

1 労災認定事案の経年変化と重点業

種の解析（佐々木（毅）） 

2 脳・心臓疾患の病態（吉川） 

3 精神障害・自殺事案の詳細（西村） 

4 介護労働者（酒井） 

5 トラックドライバーデジタルタコ

グラフ解析（酒井） 

社

会

科

学 

6 裁量労働制対象者の労災認定事案

の基本集計（菅） 

7 裁量労働制適用者の労災認定事例

の分析（池添） 

8 精神障害の労災認定事案における

記述内容の研究（髙見） 
*区分の略称は、重点業種・病態：平成 22 年 4 月か

ら平成 30 年 3 月までの 8 年間のデータベース構築

と経年変化、過労死等が多発している重点業種・職

種、過労死等の病態に注目した解析、社会科学：労

働法学・社会学的側面からの分析項目 

 
(1) 脳・心臓疾患及び精神障害の労災認

定事案の経年変化と重点業種の解析
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練化とともに、労働者の健康指標との関連の

解明が残されている。 

そこで、本研究では第 1 期の研究に引き続

き、1)過労死等労災認定事案の解析、2)疫学

研究（職域コホート研究、現場介入研究）、3)

実験研究（心血管系負担と心肺体力指標）を

実施し、最終年度（令和 2 年度）には「過労死

等防止チェックリスト」を考案し、過重労働に伴

う心身の健康障害防止のための効果的な対策

について提案する。 

1) 過労死等労災認定事案の解析では、平

成 27 年 4 月以降の脳・心臓疾患と精神障害

の事案を収集しデータベースを更新して、経

年変化等を検証する。令和元年度には、以下

の 8 視点からの分析を行う。①平成 29 年度の

過労死等労災認定事案の収集と計 8 年間の

データベースの更新、経年変化と重点業種の

解析。②脳・心臓疾患の病態に関する研究と

して脳内出血の出血部位等に注目した分析、

③精神障害・自殺事案のうち自殺完遂事案に

関する分析、④重点業種の医療・福祉のうち

介護サービス業の分析、⑤重点業種の自動車

運転従事者のうちトラックドライバーの過労死

等防止のための研究体制構築、⑥裁量労働

性対象者の労災認定事案の特徴、⑦裁量労

働制適用者の労災認定事例の分析、⑧精神

障害・長時間労働関連事案の特徴及び負荷

認識に関する分析、を取り上げる。 

2)疫学研究の職域コホート研究では、平成

30 年度からは製造系、食品系、情報通信系、

建設系など参加事業場を拡大していることから、

参加者リクルート、ベースライン調査の基盤を

整える。現場介入研究では、長距離と地場トラ

ックドライバーの睡眠が疲労及び血圧に及ぼ

す影響の検討、製造系事業場でも過重労働

予防策を明らかにする介入研究を実施する。

さらに、過労死リスクを予測し、防止するための

ツールとして「過労徴候しらべ」の開発をねら

いとして、過労死等事案から抽出した過労徴

候と労働・生活要因の関連性について、トラッ

クドライバーと看護師を対象に検討を行う。 

3)実験研究では、第 1 期の研究から長時間

労働に伴って心血管系に対する負担の増大、

一定時間の休憩による緩和が示されたことな

どを明らかにしてきたが、過労死等防止に関

連した知見を検討するため、本年度は①加齢

の影響、②長時間労働が短時間睡眠と組み

合わさることによる心身への負担について検

討を行った。心肺体力測定法の職場応用に向

けて、第 1 期から開発に着手した心肺体力測

定法について、①これまでの研究データを用

いてWLAQ_CRFと JSTそれぞれについて、開

発の経緯を詳細に記載した論文の作成、②事

業場での運用を見据えた HRmix の改良のた

めの被験者実験、③WLAQ_CRF や JST を用

いた横断調査を行う。 

4)過労死等の防止のための具体的な対策

アクションの実行・継続を支援するために、医

学関連文献データベースを用いて国内外の

文献を収集し、各現場の状況や意見に基づい

た対策の検討ができる柔軟性のあるツールの

開発のための基礎情報の収集と整理を行う。 

 

Ｂ．方法

１. 過労死等事案解析

平成 27 年 4 月以降の脳・心臓疾患と精神

障害の労災事案を集め、データベースを更新

して経年変化を検証するとともに、令和元年度

は図表 1-1 に示した課題に取り組んだ（主担

当：吉川、佐々木（毅）、西村、酒井、菅、梅崎、

池添、髙見、藤本、高橋）。 

 

図表 1-1 事案解析内容（令和元年度）* 
区

分 

番

号 

解析テーマ 

（主担当した分担研究者） 

重

点

業

種

・

病

態 

1 労災認定事案の経年変化と重点業

種の解析（佐々木（毅）） 

2 脳・心臓疾患の病態（吉川） 

3 精神障害・自殺事案の詳細（西村） 

4 介護労働者（酒井） 

5 トラックドライバーデジタルタコ

グラフ解析（酒井） 

社

会

科

学 

6 裁量労働制対象者の労災認定事案

の基本集計（菅） 

7 裁量労働制適用者の労災認定事例

の分析（池添） 

8 精神障害の労災認定事案における

記述内容の研究（髙見） 
*区分の略称は、重点業種・病態：平成 22 年 4 月か

ら平成 30 年 3 月までの 8 年間のデータベース構築

と経年変化、過労死等が多発している重点業種・職

種、過労死等の病態に注目した解析、社会科学：労

働法学・社会学的側面からの分析項目 

 
(1) 脳・心臓疾患及び精神障害の労災認

定事案の経年変化と重点業種の解析

 

（佐々木）

① 分析対象 

以下の手順により労災認定事案のデータベ

ースを構築し分析対象とした。 

(a) 平成 29 年度データベースの作成 

厚生労働省より「過労死等の労災補償状況」

で公表しているデータ並びに全国の労働局及

び労働基準監督署から集約した調査復命書

等の提供を受け、データ整理・電子化・入力に

より平成 29 年度データベース（脳・心臓疾患

253 件、精神障害 506 件）を作成した。 

(b) 平成 22～28 年度データベースの補完 

平成 22～28 年度データベース（脳・心臓疾

患 2,027 件、精神障害 3,011 件）において、平

成 22～26 年度分のうち調査復命書等が不足

していた事案の資料について厚生労働省より

提供を受け、データ整理・電子化・入力により

データの補完を行った。 

(c) 平成 22～29 年度データベースの構築 

上記(a)と(b)を結合し、平成 22～29 年度デ

ータベース（脳・心臓疾患 2,280 件、精神障害

3,517 件）を構築した。 

② 分析方法 

脳心臓疾患及び精神障害事案について性

別、年齢（発症時、死亡時）、業種・職種、決定

時疾患名、前駆症状、労務管理・健康管理の

状況、出来事（特別な出来事、恒常的な長時

間労働、具体的出来事）などの情報に関する

基本集計とクロス集計を行った。 

また、過労死等が多く発生しているとの指摘

がある職種・業種である自動車運転従事者、

教職員、IT 産業、外食産業、医療等に加え、

長時間労働の実態があるとの指摘がある業種

等として建設業、メディア業界等が挙げられて

いることから、重点業種として「運輸業，郵便業」

「教育，学習支援業」「情報通信業」「宿泊業，

飲食サービス業」「医療，福祉」「建設業」を抽

出して上記と同様に分析した。 

 
(2) 過労死等事案における脳・心臓疾患の

病態に関する研究（吉川）

① 分析対象 

調査復命書の記載内容に基づき作成され

た過労死等 DB（脳・心臓疾患事案 2,027 件、

自殺を含む精神障害事案 3,011 件、平成 22

年 4 月～平成 29 年 3 月の 7 年間）を用いて、

脳・心臓疾患のち、決定時疾患名が脳内出血

（脳出血）であった 604 件を対象とした。 

② 分析方法 

過労死等 DB から「過労死等 DB（脳内出血

版）」を作成し、記述統計を中心とした分析を

行った。性別、発症時年齢、生死、業種・職種、

発症部位（出血部位、左右）、労災認定の事

由、労働時間の評価期間等を分析した。発症

部位の評価にあたっては、労災認定の調査復

命書を通読し、決定時疾患名「脳内出血（脳

出血）」の病名、部位の詳細に関する記述箇

所より、出血部位などを特定した。 

これらの脳内出血を発症した過労死等の実

態から、本調査から確認できること、今後必要

な調査研究内容及び過労死等防止策につい

て検討した。なお、本年度は、脳梗塞の発症

部位、くも膜下出血等の発症部位等、脳内出

血以外の疾患については解析を行っていない。 

 
(3) 支給決定された精神障害事案のうち

自殺完遂事案に着目した解析（西村）

① 分析対象 

平成 27 年度及び 28 年度に支給決定され

た精神障害事案のうち自殺事案 167 件を対象

に分析を行った。これは、対象年度中に業務

上と認定された 970 件の精神障害事案の中の

自殺事案 177 件から、自殺未遂 10 件を除い

たものである。したがって、当該期間中に業務

上と労災認定された、日本全国の自殺事案の

全例を対象として解析を行った。 

② 分析方法 

まず基礎的集計として、1）性別や年齢関係

（性別、被災した事業場への雇入れ時年齢、

発症時年齢、死亡時年齢、発症日から死亡

（自殺）日までの日数）、2）業種と職種、3）心

理的負荷に係る出来事（特別な出来事や恒常

的な長時間労働、具体的出来事の該当数）、4）

疾患関係（認定疾患名及び当該疾病に関す

る医療機関受診歴）、5）自殺（自殺の手段、場

所及び遺書の有無）を集計した。業種と職種

については、対雇用者 100 万人比も算出した。 

長時間労働の背景要因の解析では、調査

復命書の記述から背景要因と思われる事象を

事案ごとに読み取ったうえで、いくつかのカテ

ゴリに分類し集計した。また、長時間労働によ

って支給が決定されたか否かに関わらず、精

神障害の背景要因となった可能性がある事象

についても併せて集計した。 
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発症前 6 か月の時間外労働データについ

ては、Windows 10 PC 上で実行された R 

version 3.6.1 を用いて階層的クラスタリング

（Ward 法）を実施し、長時間労働のパターンを

探索した。クラスタの分割に当たっては、各クラ

スタのサンプル数が 30 を下回らないように、4

クラスタに分類することとした。なお、9 件の事

案については時間外労働のデータが6か月分

そろっていなかったため、クラスタ解析の対象

から除外した。 

 
(4) 介護サービス業の事案解析に関する

研究（酒井）

① 分析対象 

平成 22 年 1 月から平成 29 年 3 月の 7 年

間を範囲とする過労死等データベースを用い

て、＜医療・福祉業(業種の大分類)＞、＜社

会保険・社会福祉・介護事業(業種の中分類)

＞、＜老人福祉・介護事業(業種の小分類)＞、

＜介護サービス職業従事者(職種の中分類＞

を抽出した。 

その結果、介護サービス業の脳・心臓疾患

7 事案、精神障害 78 事案を得た。その後、精

神疾患については、労働時間集計表の添付

が無かった11事案、職種が異なる看護師2事

案及び事務 6 事案を除いた 59 事案を対象と

した。 

② 分析方法 

各事案について、労災調査復命書とそれに

添付されている労働時間集計表をもとに分析

した。 

(a)労災調査復命書の解析

脳・心臓疾患:データ数が 7 事例と十分でな

かったことから、各事案の性別、年齢、生死、

決定時疾患名、施設、施設規模、雇用形態、

勤務形態、シフト数、6か月間の平均時間外労

働時間、決定時疾患の発症状況を一覧表にし

た。 

精神障害：脳・心臓疾患の解析事項に加え

て、心理的負荷による精神障害の出来事を記

した。なお、具体的出来事については、全 59

事案のうち 5 事案が平成 11 年 9 月の「心理的

負荷による精神障害等に係る業務上外の判断

指針」の基準(旧基準；43 項目)に準じているこ

と、一方 54 事案が平成 23 年 12 月の「心理的

負荷による精神障害の認定基準」(新基準；36

項目)に準じていることから、それぞれについて

作表した。また旧基準及び新基準では、必ず

しも決定時疾患の直接的な原因になっていな

いことが判明したため、直接的な原因となった

決定時イベントを「人的被災事案」と「非人的

被災事案」に二分して解析した。その後、それ

らのイベントを「1．自殺・事件・事故に遭う」、「2．

叱責・暴言・暴力を受ける」、「3．性的被害を

受ける」、「4．業務遂行に問題が生じる」に4分

類した。さらに決定イベントを受けて被災者が

受けた感情を心理イベントとして抽出した。 

(b)労働時間集計表の解析

脳・心臓疾患及び精神障害事案について、

労働時間集計表の解析を行った。その時、暦

日をまたがない勤務を「日勤」、またぐ勤務を

「夜勤」と定義した。それらの定義を用いて、労

働時間、単独日勤回数、連続日勤回数、単独

夜勤回数、連続夜勤回数、単独休日回数、連

続休日回数、勤務から勤務の組み合わせとそ

のインターバル時間を算出した。また、日勤、

夜勤、休日数のカウントは、各連続日勤、各連

続夜勤、各連続休日を 1 回として計算した。 

なお、施設の種類は、「グループホーム」、

「障がい者支援施設」、「デイサービスセンタ

ー」、「有料老人ホーム」、「訪問介護ステーシ

ョン」、「介護老人保健施設」、「特別養護老人

ホーム」、「住宅型有料老人ホーム」、「軽費老

人ホーム」、「小規模多機能型居宅介護事業

所」があったが、データ数が少なかった「住宅

型有料老人ホーム」(脳・心 4 事案)、「軽費老

人ホーム」(精神 2 事案)、「小規模多機能型居

宅介護事業所」(精神 1 事案)は、「有料老人ホ

ーム」に「有料老人ホーム等」として全 7 分類と

してまとめた。 

 

(5) トラックドライバーの過労死防止を目的

としたデジタルタコグラフのＡＩ解析に関

する研究（酒井）

① プロジェクトチームの結成 

デジタコデータは、①大原労研、②デジタコ

メーカー、③システムベンダーの 3 社間でプロ

ジェクトチームを結成し、データの集積方法、

データの解析方法、④トラック事業者へのフィ

ードバック方法について議論し、図表 1-2 のス

キームを構築した。それは以下の 6 段階に基

づくこととした。 
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図表 1-2 トラックドライバーの過労死防止

を目的としたデジタルタコグラフのＡＩ解析研

究のスキーム

 

a)生データの取得：第 1 段階として、事故案

件データの統計的処理による傾向分析及び

限定された運行管理データから取得された勤

務パターンとの比較検証を実施する。その時、

データのクレンジング処理を含んで行う。その

後、取得対象の運行管理データを拡大する。 

b)教師データの作成：第 2 段階として、第 1

段階で得られた知見を活かして、AI 適用のた

めの教師データを作成する。 

c)高速並列マシンで学習実施：第 2 段階で

作成した教師データを活用し、運行管理デー

タに対して、パラメーターの調整等を行いなが

ら、AI 機械学習を実施する。 

d)勤務状況の分析：AI による学習結果を確

認する。GA(Genetic Algorithm)等も活用して、

解析結果の解釈付けを行う。 

e)フィードバック強化学習：学習済ネットワー

クによる認識結果の改善サイクルを回して、分

析精度を向上させる。 

f)ビッグデータ解析とプラットフォーム構築：

勤務データ、デジタコデータ等のビッグデータ

を AI で定常的に分析できるインフラを整備す

る。そのインフラ上で新たに発生してくる運行

管理データ及び勤務データをタイムリーに分

析してリスク管理・予防管理に活用する。 

なお本研究画は、（公財）大原記念労働科

学研究所の倫理委員会に諮られ、了承された。 

② 生データの取得の手続き 

某デジタコメーカー社製のデジタコを搭載し

たドラックを有する北海道～鹿児島在の７運送

事業者を訪問し、本研究の趣旨を説明した。 

 

(6) 裁量労働制対象者の労災認定事案の

特徴に関する研究（菅）

① 分析対象 

裁量労働制対象者に係る支給決定された

労災認定事案のうち、労働安全衛生総合研究

所過労死等防止調査研究センターに都道府

県労働局及び労働基準監督署より送付された

平成 23 年度から平成 28 年度の労災認定事

案の調査復命書 61 件（全ての脳・心臓疾患

1,742 件の 1.3%、全ての精神障害 2,703 件の

1.4%）を対象として分析を行った。 

② 分析方法 

調査復命書の記載内容に基づき、業種・職

種、性別、認定時点の生死と認定時点の発

症・死亡時年齢層、事業場規模、労働条件等

一般的事項（所定休日、出退勤の管理状況等、

就業規則等）、疾患、労災認定事由の集計を

行った。疾患は、脳・心臓疾患について ICD-

10 国際疾病分類第 10 版（2003 年改訂）の第

9 章循環器系の疾患（I00-I99）、精神障害に

ついては同第 5 章「精神及び行動の障害

（F00-F99）」に基づいて分類した。また、業務

よる心理的負荷の出来事は、平成 11 年 9 月

に策定された「心理的負荷による精神障害等

に係る業務上外の判断指針について」（以下

「判断指針」という。）に収録された出来事及び

平成 23 年 12 月に策定された「心理的負荷に

よる精神障害の認定基準」（以下「認定基準」と

いう。）の「業務による心理的負荷評価表」に示

された出来事について集計を行った。なお、

本研究では認定基準に基づいた分類で出来

事を集計したが、判断指針に基づいて支給決

定された事案も含んでいる。 

 

(7) 裁量労働制適用者の労災認定事例の

分析（池添）

①分析対象 

本研究では、労働安全衛生総合研究所・過

労死等防止調査研究センター（以下、「過労

死センター」という。）が保有する、都道府県労

働局及び労働基準監督署より提供を受けた、

平成23年度から平成 28 年度までに業務上認

定された裁量労働制適用者事例、計 61 件（脳

心事例 22 件、精神事例 39 件）のうち、被災者

の年齢・職種などの属性や労働時間の長さな

ど就業の実情を考慮し選定した計 26 件（脳心

事例 12 件、精神事例 14 件）を対象に検討を

行う 。なお、裁量労働制の種別は全体で、専

門業務型が 58 件（脳心事案 21 件、精神事案

37件）、企画業務型が3件（脳心事案1件、精

神事案 2 件）である。 
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②分析方法 

過労死センターが保有する原資料の記載

内容に基づき、 

第一に、労働災害の発生と労働時間にかかわ

る事項（出退勤管理の方法を含む。）との関係

について検討する。 

第二に、労働災害の発生と業務遂行にかかわ

る事項（役職・職位を含む）との関係について

検討する。 

第三に、以上を踏まえた業務負荷と災害であ

る発症との関係を検討する。 

第四に、労働災害は裁量労働制が適用されて

いることのゆえに生じたのか否か、裁量労働制

の運用が適正なものであったと評価しうるかに

ついて検討する。この際、労働災害が、主とし

て、労働者の個性（内面的心理的要因）に起

因すると評価しうるのか、あるいは事業場・上

司の労務管理に起因すると評価しうるのかとい

う、災害発生の具体的要因について検討する。 

 

(8) 精神障害・長時間労働関連事案の特

徴及び負荷認識に関する分析（髙見）

① 分析対象 

過労死等データベース（平成 22 年 1 月から

平成 27 年 3 月までの間に支給決定された事

案の情報をデータベース化したもの）を用いて

抽出された精神障害に係る業務上認定事案

を対象とする。今年度の研究では、そのうち、

長時間労働が心理的負荷に大きく関わる「長

時間労働関連事案」を、調査復命書に記載の

認定事実（発病前 6 か月間に起きた精神障害

の発病に関与したと考えられる業務による出

来事、心理的負荷の強度）をもとに抽出し、対

象とする。なお、本研究は、職場管理やキャリ

ア段階の観点から検討を行う目的のため、発

病時年齢が 59 歳以下で、雇用形態が正社員

であり、勤務先の従業員規模 10 人以上の者

に対象を限定している。 

「長時間労働関連事案」については、「a.特

別な出来事「極度の長時間労働」」の該当、「b.

特別な出来事以外の出来事の類型③「仕事

の量・質」（具体的出来事 15～17）」の該当可

否における労働時間の考慮、「c.「恒常的長時

間労働」に基づく総合評価」の 3 つの認定事

実に基づき「長時間労働関連事案」を定義し、

対象を抽出した。 

② 分析方法 

上記の基準から抽出した「長時間労働関連

事案」について、①長時間労働関連事案に関

する基礎集計、②業務負荷認識と事案経過に

関する記述内容分析を行った。こうした方法か

ら、長時間労働下で、当事者がどのような心理

的負荷を感じることから精神障害発病に至っ

たのか、どのような社会関係の下で精神障害と

いう位置づけにいたったのかを総合的に分析

する。 

本稿の分析では、まず、発病時年齢 50 代・

生存事案の長時間労働関連事案43件（全数）

を対象に、事案間の共通性を探索し、類型的

把握を試みた。そして、他の年齢層での適用

可能性を検討し、若年層（発病時年齢 30 代以

下）の生存事案との比較から、年齢層による事

案の特徴を検討した。 

 

２. 疫学研究

(1) JNIOSH コホート研究（高橋）

① 分析対象   

本研究の調査は、協力企業がその従業員

に対し行っている Web 上でのストレスチェック

調査に、労働時間や睡眠に関する調査項目を

付加する形で行っている。協力企業からはスト

レスチェックのデータに加え、勤怠データや健

診データが共同研究機関である株式会社アド

バンテッジリスクマネジメントを通じて提供され

る。 

② 調査項目 

以下に示す項目を調査項目とし、解析を行

った。 

＜調査項目＞ 

□健診データ（下記指定項目） 

年齢、性別、身長、体重、既往歴、服薬状

況、喫煙、飲酒状況、血圧測定値、血液検

査測定値 

□勤怠データ（1 か月ごとの総労働時間） 

□ストレスチェックデータ 

・心理的ストレス反応等 

□労働時間・睡眠問診票（質問紙） 

・雇用形態・職種・勤務形態 

・労働時間に関する項目（最近 1 か月 

1 週間当たりの労働時間等） 

・睡眠に関する項目（最近 1 か月の睡眠 

時間・起床時の疲労感の頻度・仕事中 

の強い眠気の頻度等） 
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②分析方法 

過労死センターが保有する原資料の記載

内容に基づき、 

第一に、労働災害の発生と労働時間にかかわ

る事項（出退勤管理の方法を含む。）との関係

について検討する。 

第二に、労働災害の発生と業務遂行にかかわ

る事項（役職・職位を含む）との関係について

検討する。 

第三に、以上を踏まえた業務負荷と災害であ

る発症との関係を検討する。 

第四に、労働災害は裁量労働制が適用されて

いることのゆえに生じたのか否か、裁量労働制

の運用が適正なものであったと評価しうるかに

ついて検討する。この際、労働災害が、主とし

て、労働者の個性（内面的心理的要因）に起

因すると評価しうるのか、あるいは事業場・上

司の労務管理に起因すると評価しうるのかとい

う、災害発生の具体的要因について検討する。 

 

(8) 精神障害・長時間労働関連事案の特

徴及び負荷認識に関する分析（髙見）

① 分析対象 

過労死等データベース（平成 22 年 1 月から

平成 27 年 3 月までの間に支給決定された事

案の情報をデータベース化したもの）を用いて

抽出された精神障害に係る業務上認定事案

を対象とする。今年度の研究では、そのうち、

長時間労働が心理的負荷に大きく関わる「長

時間労働関連事案」を、調査復命書に記載の

認定事実（発病前 6 か月間に起きた精神障害

の発病に関与したと考えられる業務による出

来事、心理的負荷の強度）をもとに抽出し、対

象とする。なお、本研究は、職場管理やキャリ

ア段階の観点から検討を行う目的のため、発

病時年齢が 59 歳以下で、雇用形態が正社員

であり、勤務先の従業員規模 10 人以上の者

に対象を限定している。 

「長時間労働関連事案」については、「a.特

別な出来事「極度の長時間労働」」の該当、「b.

特別な出来事以外の出来事の類型③「仕事

の量・質」（具体的出来事 15～17）」の該当可

否における労働時間の考慮、「c.「恒常的長時

間労働」に基づく総合評価」の 3 つの認定事

実に基づき「長時間労働関連事案」を定義し、

対象を抽出した。 

② 分析方法 

上記の基準から抽出した「長時間労働関連

事案」について、①長時間労働関連事案に関

する基礎集計、②業務負荷認識と事案経過に

関する記述内容分析を行った。こうした方法か

ら、長時間労働下で、当事者がどのような心理

的負荷を感じることから精神障害発病に至っ

たのか、どのような社会関係の下で精神障害と

いう位置づけにいたったのかを総合的に分析

する。 

本稿の分析では、まず、発病時年齢 50 代・

生存事案の長時間労働関連事案43件（全数）

を対象に、事案間の共通性を探索し、類型的

把握を試みた。そして、他の年齢層での適用

可能性を検討し、若年層（発病時年齢 30 代以

下）の生存事案との比較から、年齢層による事

案の特徴を検討した。 

 

２. 疫学研究

(1) JNIOSH コホート研究（高橋）

① 分析対象   

本研究の調査は、協力企業がその従業員

に対し行っている Web 上でのストレスチェック

調査に、労働時間や睡眠に関する調査項目を

付加する形で行っている。協力企業からはスト

レスチェックのデータに加え、勤怠データや健

診データが共同研究機関である株式会社アド

バンテッジリスクマネジメントを通じて提供され

る。 

② 調査項目 

以下に示す項目を調査項目とし、解析を行

った。 

＜調査項目＞ 

□健診データ（下記指定項目） 

年齢、性別、身長、体重、既往歴、服薬状

況、喫煙、飲酒状況、血圧測定値、血液検

査測定値 

□勤怠データ（1 か月ごとの総労働時間） 

□ストレスチェックデータ 

・心理的ストレス反応等 

□労働時間・睡眠問診票（質問紙） 

・雇用形態・職種・勤務形態 

・労働時間に関する項目（最近 1 か月 

1 週間当たりの労働時間等） 

・睡眠に関する項目（最近 1 か月の睡眠 

時間・起床時の疲労感の頻度・仕事中 

の強い眠気の頻度等） 

 

 
(2) 長距離と地場トラックドライバーの睡眠

が疲労及び血圧に及ぼす影響の検討

（松元）

① 調査対象者  

全日本トラック協会から、鹿児島県と神奈川

県のトラック協会を通じて、3 泊以上の長距離

運行に従事するトラックドライバー36 人（鹿児

島、2 事業場）、日帰りで出庫が深夜・早朝に

かかる地場運行に従事するトラックドライバー

22 人（神奈川、4 事業場）の協力を得た。調査

協力依頼の際には、調査対象者が長距離と地

場ともに 40 歳以上の男性で、正常血圧者と高

血圧者が約半数になるように依頼した。 

② 調査指標 

睡眠、疲労、血圧、免疫機能（唾液）などを

評価した。 

③ 調査手続き 

調査は 2018 年 10 月から 12 月末までの間

に、1 人につき休日を含む 1 勤務サイクル（約

1 週間）での測定を行った。 

④ 解析対象と統計的検定 

解析は、長距離 34 人（うち 20 人が高血圧

者、運行記録と測定記録の時刻が合わなかっ

た 2 人を除いた）、地場 22 人（うち 11 人が高

血圧者）に対して行った。線形混合モデルによ

り①運行条件（長距離、地場）と疲労・血圧の

測定点（出庫時、帰庫時）の関係、②地場の疲

労、血圧と経日変化（1 日目、3 日目、休日前）

の関係、③運行条件（長距離、地場）と唾液

CRP 値の測定点（休日明け、休日入り）の関係

について解析を行った。睡眠時間と出庫時の

収縮期血圧値の関係は t 検定を行った。いず

れも有意水準を 5％（両側）に設定した。 

 
(3) 過労死等事案から抽出した過労徴候と

労働・生活要因の関連性の検討 （久保）

① 調査参加者 

47 都道府県 1,082 の事業場に調査票を配

布して 423 事業場の 1,992 名のドライバー（回

収率 36.8％；平均年齢；46.4±9.1 歳、男性が

1,947 名）から回答が得られた。交代勤務看護

師は、調査モニター会社に登録している全国

の看護師から726名を対象に調査参加者を募

った。その結果、536 名の看護師が本調査に

参加した （回収率  73.8 ％ ；平均年齢 ；

36.8±8.4 歳、女性は 451 名）。 

② 調査項目 

(a) 過労徴候しらべ

「過労徴候しらべ」の開発に際して、第一期

目に収集された 1,564 件の脳・心臓疾患に係

る過労死等事案の調査復命書の中に記載さ

れていた 190 件の前駆症状の情報を活用した。

前駆症状を KJ 法により、同様の訴え等をグル

ーピングした。また、それとともに、過労死によ

る遺族へのヒアリングを通じて、過労死発症前

までの過労徴候を検討した。 

(b) 労働・生活要因

両職種ともに年齢、性別、勤続年数等の背

景要因を尋ねるとともに、トラックドライバーで

は過去 3 か月の残業時間や運行日の睡眠時

間、夜勤回数、運行スケジュールや手待ち時

間等を尋ねた。一方、交代勤務看護師では、

交代勤務の種類、夜勤回数、夜勤中の仮眠時

間等を尋ねた。 

③ 手続き 

トラックドライバーに関しては、全日本トラック

協会を通じて 47 都道府県 1,082 の事業場に

対して 1 事業場につき 5 名のドライバーへ無

記名方式の調査票を2017年6月に配布した。

交代勤務看護師については、調査モニター会

社に登録している全国の看護師の中から選定

基準に沿った726名を対象に調査参加者の募

集を行った。調査は 2019 年 6 月に実施した。 

④ データ解析の方法 

労働要因と過労徴候得点の関連性につい

て調べるために、年齢を調整した 1 要因の分

散分析にて解析した。その後、有意差が認め

られたものに関しては、Bonferroni 法によって

下位検定を行った。 

 
３. 実験研究

(1) 長時間労働と循環器負担のメカニズム

解明（劉）

① 研究対象者 

脳・心臓疾患が原因の過労死が多発する

30 代～60 代の男性を主な研究対象とした。実

験参加者は心臓病、糖尿病、喘息、脳卒中、

慢性腎臓病、腰痛、睡眠障害及び精神障害

の既往歴がないこと、正常な視力（矯正を含む）

を有することを参加条件とした。参加者全員に

対して事前面接を行い、安静時血圧や健康状

態などを確認し、参加条件を満たした者のみ

実験に参加させた。実験日は、8:30から22：00
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の間（複数の休憩を含む）、参加者は座位姿

勢で複数の簡単な VDT 作業を行い、生理反

応及び主観的疲労度などを定期的に測定さ

れる。休憩は、昼に 60 分及び夕方に 50～60

分の長めの休憩、さらに 1 時間ごとに 10～15

分の小休止を設けた。 

② 研究方法 

本実験は 3 つに分けて実施した。 

実験①では、加齢の影響を検討した。作業

前の安静時血圧が正常範囲内（SBP<140ｍｍ

Hg かつ DBP<90mmHg）の 30 代～50 代の健

康男性を対象とした。参加者を３つの年齢グル

ープに分け、模擬長時間労働中の心血管系

反応を比較した。具体的に、30 代 16 名（平均

年齢 33.9±2.7 歳）、40 代 15 名（平均年齢

45.5±2.9 歳 ） 、 50 代 16 名 （平均年齢

54.1±2.7 歳）の参加者は、午前 9 時から午後

22時までの間、心血管系反応を約1時間毎に

1 回測定した。 

実験②では、長時間労働が短時間睡眠と組

み合わさることによる心身への負担について

検討した。普段の睡眠時間が 6 時間半から 7

時間半の間で、かつ作業前の安静時血圧は

正 常 範 囲 内 （ SBP<140 ｍ ｍ Hg か つ

DBP<90mmHg）の 40 代～50 代の健康男性を

対象とした。各参加者につき、統制条件（7 時

間睡眠）と短時間睡眠条件（5 時間睡眠）を異

なる日に実施した。2 日間の実験日は、1 週間

以上の間隔を開け、その順序は参加者間でカ

ウンターバランスをとった。 

実験③では、夕方の長めの休憩の配置タイ

ミングについて検討を行うこととし、夕方の 50

分の休憩を実験①より1時間ほど早く取る条件

を設け、休憩の時間帯による影響を検討する

ための準備を進め、次年度に実験を行う予定

である。 

 
(2) 労働者の体力を簡便に測定するため

の指標開発（松尾）

① 既存データを用いた分析と論文投稿 

昨年度までに得た約 200 人のデータを用い

て、WLAQ_CRF と JST に関する詳細な分析を

行った。昨年度の報告書作成時点では、

WLAQ_CRF と JST を同一の回帰モデルに組

み込んだ分析結果を学術論文としてまとめた

い考えであったが、専門家（論文審査員）の助

言を参考に、WLAQ_CRF と JST それぞれにつ

いて、開発の経緯を詳細に記載した論文を作

成することとした。 

② HRmix の改良のための被験者実験 

国内企業数社の事業場でその社員を対象

に JST 測定を試みたところ、短時間で大勢の

CRF 評価を行えるようにはなったものの、事業

場で運用する場合は、測定会場や参加社員

のスケジュールを管理する立場にある企業担

当者の負担が大きかった。疫学調査を進める

にあたり、担当者への過度な負担は障壁とな

る。この課題を解決するためには、対象者自

身がそれぞれ都合の良い時間や場所で測定

できる形が望ましい。その場合、JST で対象者

が行っているステップ台を用いた昇降運動を、

別の運動に代替する必要がある。 

今年度はその実現に向けた被験者実験を

行った。JST1 の改変版（JST2）や活動量計等

を活用する方法である。JST2 の内容は予備実

験を行い決定した。心拍数や呼吸代謝の経時

変化が JST1 と JST2 で同程度となるよう工夫し

ている。 

被験者実験の対象者は研究所実験室に来

室し、身体計測、WLAQ_CRF、JST1、JST2、ト

レッドミルを用いた VO2max 測定を行った。ま

た、実験期間中の約 1 週間、活動量計を装着

した。 

③ WLAQ_CRF や JST を用いた横断調

査 

第 2期では、被験者実験だけでなく、HRmix

を用いた横断研究にも取り組むこととしており、

昨年度からデータ収集を開始している。今年

度も昨年度と同内容で行った。データ収集の

ための測定と調査は、研究所実験室で行うだ

けでなく、研究支援企業に委託して行った。測

定・調査項目は、身体計測、WLAQ_CRF、

JST1、1 年以内の健診データ（BMI、腹囲、血

圧、血糖、HbA1c、HDL コレステロール、中性

脂肪等）である。 

 
４. 過労死等防止チェックリスト開発に関する

研究

(1) 過労死等の防止支援ツールの開発

（鈴木）

医学関連文献データベースを用いて国内

外の文献を収集した。文献検索は、過労死等

防止に資する労働安全衛生管理に関する取り

組みを促進・支援するためのシステムやツー
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の間（複数の休憩を含む）、参加者は座位姿

勢で複数の簡単な VDT 作業を行い、生理反

応及び主観的疲労度などを定期的に測定さ

れる。休憩は、昼に 60 分及び夕方に 50～60

分の長めの休憩、さらに 1 時間ごとに 10～15

分の小休止を設けた。 

② 研究方法 

本実験は 3 つに分けて実施した。 

実験①では、加齢の影響を検討した。作業

前の安静時血圧が正常範囲内（SBP<140ｍｍ

Hg かつ DBP<90mmHg）の 30 代～50 代の健

康男性を対象とした。参加者を３つの年齢グル

ープに分け、模擬長時間労働中の心血管系

反応を比較した。具体的に、30 代 16 名（平均

年齢 33.9±2.7 歳）、40 代 15 名（平均年齢

45.5±2.9 歳 ） 、 50 代 16 名 （平均年齢

54.1±2.7 歳）の参加者は、午前 9 時から午後

22時までの間、心血管系反応を約1時間毎に

1 回測定した。 

実験②では、長時間労働が短時間睡眠と組

み合わさることによる心身への負担について

検討した。普段の睡眠時間が 6 時間半から 7

時間半の間で、かつ作業前の安静時血圧は

正 常 範 囲 内 （ SBP<140 ｍ ｍ Hg か つ

DBP<90mmHg）の 40 代～50 代の健康男性を

対象とした。各参加者につき、統制条件（7 時

間睡眠）と短時間睡眠条件（5 時間睡眠）を異

なる日に実施した。2 日間の実験日は、1 週間

以上の間隔を開け、その順序は参加者間でカ

ウンターバランスをとった。 

実験③では、夕方の長めの休憩の配置タイ

ミングについて検討を行うこととし、夕方の 50

分の休憩を実験①より1時間ほど早く取る条件
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(2) 労働者の体力を簡便に測定するため

の指標開発（松尾）
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４. 過労死等防止チェックリスト開発に関する
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５．倫理面での配慮

本研究は、労働安全衛生総合研究所研究

倫理審査委員会にて審査され、承認を得たう

えで行った。それぞれの分担研究の通知番号

は図表１－３のとおりである。 

 
図表 1-3 倫理審査委員会・審査番号

 倫理審査番号 

過労死等

事案解析 

H2708、H2743、H3007、

H3009、2019N20 

疫学研究 JNIOSH コホート：H2812 

トラック介入研究：H3006 

過労兆候に関する研究：

H2917、H3007 

実験研究 循環器負担：H3014、H3013 

心肺持久力：H2744、H2810、

H2920、H3004、2019N09、

2019N10 

 

Ｃ．結果

１. 過労死等事案解析

(1) 脳・心臓疾患及び精神障害の労災認

定事案の経年変化と重点業種の解析

（佐々木）

データベース構築は、（1）厚生労働省が「過

労死等の労災補償状況」で公表しているデー

タ及び調査復命書等の提供を受け、データ整

理・電子化・入力により平成 29 年度データベ

ース（脳・心臓疾患 253 件、精神障害 506 件）

を作成、（2）厚生労働省より不足資料の提供

を受け平成 22～28 年度データベースの補完、

（3）上記(1)と(2)を結合し平成 22～29 年度デ

ータベース（脳・心臓疾患 2,280 件、精神障害

3,517 件）を作成した。 

分析の結果、（1）脳・心臓疾患事案につい

ては昨年度の報告と同様、男性が 95%超、発

症時年齢は 40 歳以上が 8 割超、脳血管疾患

が約 6 割で虚血性心臓疾患等が約 4 割、最も

多い疾患は脳内出血で約 3 割だったが年度

による顕著な差異は見られなかった。一方、被

災者の事業場が就業規則及び賃金規程を有

する割合、健康診断実施率は平成 27 年度以

降に増加が認められた。（2）精神障害事案に

ついても昨年度の報告と同様、男性が 7 割弱、

発症時年齢は男女とも 30～39 歳で最多、自

殺事案では 95%超が男性、最も多い疾患はう

つ病エピソードで4割超だったが年度による顕

著な差異は見られなかった。一方、出来事の

「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせ

る出来事」「2 週間以上にわたる連続勤務」

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行」が平

成 27 年度以降に増加が認められた。（3）重点

業種については脳・心臓疾患及び精神障害

事案とも性別、発症時又は死亡時年齢、決定

時疾患名等の属性には業種の特徴が見られ

たが、平成29年度及び平成30年度分担研究

報告書での報告と大きな相違はなく、年度間

の顕著な差異もほとんど見られなかった。 

 

(2) 過労死等事案における脳・心臓疾患の

病態に関する研究（吉川）

死亡は 110 件（18.2%）で脳内出血全体の約

2割を占めた。性別は男性が大多数（93.7%）で

あった。発症年齢は 50～59 歳代が最も多く

（38.6%）、40～59 歳代以上で全脳内出血事案

の約8割を占めた。業種では、運輸業・郵便業

が 3 分の 1 を占め最も多く、続いて卸売業・小
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売業、製造業であった。出血部位別の統計で

は、全体では被殻出血が半数（48.3％）を占め

た。続いて視床出血（16.7％）、脳幹出血

（14.4%）の順であり、これらを合わせると約 8 割

が被殻・視床・脳幹出血であった。生存事案で

は被殻出血が 55.3％と最も多いが、死亡事案

では脳幹出血が 35.5%と最も多かった（図表 2-

1）。発症部位別統計では、右が 36.9％で、左

が 40.6％と、やや左部位の出血が多い傾向に

あった。労災認定理由では、「長期間の過重

労働」が 93.0％を占めた。短期間の過重業務

は 4%、異常な出来事への遭遇は 3％であった。 

 

 
図表 2-1 脳内出血の生死別、部位別頻度

 
(3) 支給決定された精神障害事案のうち

自殺完遂事案に着目した解析（西村）

年齢、発症経過の分析からは、自殺事案の

大半を男性の 30～40 代が占めた。調査時に

認定された発症日から死亡（自殺）までの日数

は 30 日未満が半数を超えており、また７割の

被災者が発症後 3 か月以内に自殺していた。

一方で、発症から死亡までに 1 年以上あいて

いた事案も 1 割程度見受けられた。 

職種と業種に注目した分析では、専門職、

管理職、事務職などの職種で自殺事案が多か

った。特に、雇用者 100 万人当たりの自殺者

数を算出すると、管理職における自殺発生率

が突出して高いことが示され、続いて専門的・

技術的職業従事者が多かった。 

特別な出来事・恒常的な長時間労働・具体

的出来事の該当数の分析からは、被災者が経

験した具体的出来事の中では、長時間労働に

関連する出来事に該当する事案が多かったが、

上司とのトラブルやいじめなどの対人関係を主

な要因とする事案も一定数見受けられた。 

ICD-10 に基づく認定疾患名は F3 気分（感

情）障害が最も多く、その中でも F32 うつ病エ

ピソードが多かった。また、当該疾病に関連し

て医療機関を受診していたのは 4 割ほどだっ

た。 

自殺の手段では縊首が半数以上で最も多く、

続いて飛び込み・飛び降りとガス（CO 中毒・排

ガス等）が多かった。自殺の場所は自宅敷地

内が最も多く半数近くを占めていたが、続いて

職場（事業場外の仕事現場含む）が多い点が

特徴的だった。約 4 割程度の被災者が何らか

の形で遺書を遺していた。 

長時間労働の背景要因としては、慢性的な

人手不足だけでなく、未経験の業務や新規事

業を任されることにより、労働時間が増加して

しまった事案が多く見受けられた。  

図表 2-2 には、階層的クラスタリング法で分

類した各群の時間外労働の推移を示した。機

械学習の結果、自殺事案の時間外労働時間

は、労働時間が一定のものと、発症にかけて

増加したものに大別できることがわかった。さら

に、ベースとなる時間外労働時間を考慮し各

群を以下のように命名した。最も労働時間が長

かった群から順に、A)超長時間労働群(n=30; 

月当たり時間外労働時間の Mean±SD: 

132.0±18.7 時間)、B)時間外労働漸増群

(n=43; 87.7±11.6 時間)、C)時間外労働急増

群(n=40; 53.3±13.3 時間)、D)長時間労働群

(n=45; 36.1±19.8 時間)とした。およそ 2 割近

い被災者が、毎月 100 時間を超える時間外労
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い被災者が、毎月 100 時間を超える時間外労

 

働を発症前 6 か月の間、継続して行っていた

ことになる。このことから、時間外労働の推移

（発症前 6 か月間）が一定の事案と、増加傾向

にある事案に分かれる傾向があることがわかっ

た。 

 
図表 2-2 時間外労働時間（発症前６か月

間）のクラスタ分析結果  
 

また、長時間労働の背景要因とそれによっ

て生じた長時間労働のパターンを分析すると、

一定の関係があることもわかった。特に時間外

労働が多い A)超長時間労働群では、慢性的

な業務過多・人員不足や人員減少による長時

間労働が多かった。また、納期のひっ迫の該

当率も高かった。B)時間外労働漸増群は A)超

長時間労働群と似たような傾向を示したが、繁

忙期やミス・トラブル対応による長時間労働が

生じた点が特徴的であった。C)時間外労働急

増群では、特に新規業務（未経験の業務）の

該当率が 4 割であり、他の群よりも高い傾向に

あった。D)長時間労働群では長時間労働の背

景要因よりも、対人関係や長時間労働に繋が

らないミスやケガ、その他の要因のすべての該

当率が他の群よりも高かった。 

 
(4) 介護サービス業の事案解析（酒井）

介護サービス業の勤務形態の特徴は、日勤

は 8 時間労働だがシフト数が多く、夜勤は 16

時時間労働という形態が多かった。脳・心臓疾

患は、介護業務に他の業務が加わった長時間

労働で生じていた。また夜勤や宿直時の長い

拘束時間に関係した発症が多かった。このこと

から、脳・心臓疾患と夜勤時の仮眠を含む夜

間長時間拘束、とりわけ 2 連続夜勤、連続休

日の関係を明らかにすることが次への道筋で

あることが示唆された。精神障害事案では、加

害者が存在する人的被災事案と存在しない非

人的被災事案に分かれたが、それらの決定時

イベント直後に生じた心理イベントを介して決

定時疾患が生じていた。 

 

(5) トラックドライバーの過労死防止を目的

としたデジタルタコグラフのＡＩ解析に関

する研究（酒井）

訪問したトラック事業者 7 社のうち、6 社から

デジタコデータの利用許可を得た。その結果、

1,000 台以上のデジタコのデータを得られるこ

とになった。また属性としてドライバーの年齢

及び性別を得た。これらのデータは、2019 年 4

月に遡って収集する許諾を得た。 

 
(6) 裁量労働制対象者の労災認定事案の

特徴に関する研究（菅）

裁量労働制対象者の事案61件のうち脳・心

臓疾患の事案は 22 件で、精神障害の事案は
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時間労働、恒常的な長時間労働及び仕事の

量・質などの長時間労働に関連する出来事が

多く、他に対人関係の問題も見られた。 

 

(7) 裁量労働制適用者の労災認定事例の

分析（池添）

本研究では取り上げた事案はそれぞれに個

性があり、その上で全体を見て一概に傾向を

示すことは困難であった。また、事例全体の数

は限られており、かつ、被災者の属性や労働

時間等の状況に応じて取り上げた事例は一部

であるため、絶対的な検討結果を示すこともま

た困難であった。それでもなお、検討した事例

から得られる知見を挙げると、第一に労働時間

関係、第二に業務遂行関係、第三に業務負荷

と発症との関係、第四に裁量労働制運用とい

う四つの観点が整理された。 

裁量労働制適用者に係る脳・心臓疾患並

びに精神障害発症の機序は、長期にわたる長

時間労働及びその背景としての、業務の専門

性あるいは業務区分の明確性ゆえに他者との

協働が困難ではないかということ、また特に精

神事案においては被災者の性格も相俟って

業務に過重な負荷がかかっていることであると

考えられる。さらに、精神事案については、上

記業務負荷の問題とともに、あるいは別個独

立して、職場における人間関係を契機として

業務上の心理的負荷が生じ、労働災害が発

生しているものと見られる。 

 

(8) 精神障害・長時間労働関連事案の特

徴及び負荷認識に関する分析（髙見）

過労死等データベースから抽出された精神

障害に係る業務上認定事案における認定事

実をもとに、長時間労働が心理的負荷に大き

く関わる「長時間労働関連事案」の特徴を把握

するための基礎集計を行ったところ、生存事案

で 302 件、自殺事案で 120 件、合計 422 件が

これに該当した（発病時年齢 59 歳以下、正社

員、従業員規模 10 人以上事業場の事案にお

いて集計）。 

全体に占める長時間労働関連事案の割合

は、生存事案において 40.0%、自殺事案にお

いて 66.3%である。長時間労働関連事案の内

訳について、生存・自殺事案を比較すると、生

存事案では、自殺事案と比べ、勤続年数の短

い事案、勤め先経験数の多い事案の割合が

高い。業種や職種においても、生存事案と自

殺事案では分布の特徴が異なるなど、被災者

属性に相違が見られる。 

長時間労働関連事案のうち生存事案につ

いて、長時間労働の環境下で、当事者におけ

るどのような認識・社会関係の下で精神障害

発病がもたらされるのか、業務負荷に関する当

事者の認識と事案経過に着目し、調査復命書

等の記述内容に基づき、被災者の申述からう

かがえる業務負荷の認識と、周囲（職場の上

司・同僚等）の事実認識との比較対照から、事

案の類型的把握を試みた。その結果、発病時

年齢50代の長時間労働関連・生存事案43件

を見ると、事案からは、「ムリが限界に」「業務・

環境への適応」「厳しすぎる指導」「過度の追

及」「不当な扱い」という類型が見出された。長

時間労働下での精神障害発病プロセスにお

いては、被災者の負荷認識に関していくつか

の特徴的な形があることがうかがえる。 

なお、本研究では発病時年齢 40 代の事例

は取り上げていないが、長時間労働関連事案

においては、業務量の問題、環境変化への適

応、上司からの指導・叱責、クレーム対応、職

場の人間関係などの負荷が申述から認められ、

上記の考察と整合する部分が多いことを付記

したい。 

 

２. 疫学研究

(1) JNIOSH コホート研究（高橋）

① 参加者数と各データ収集状況 

昨年に引き続き A 社(7,857 人)の勤怠、健

診、ストレスチェックデータを入手した。また、

新規に B 社（4,174 人）、C 社（2,547 人）、D 社

（2,045 人）、E 社（10,934 人）の勤怠、健診、ス

トレスチェック、質問紙調査の回答を得ることが

できた。本年度までに B 社 3,645 人、C 社

1,630 人、D 社 1,062 人、E 社 838 人のデータ

が収集された。 

② 調査参加者の属性 

今年度得られた全データをもとに男女別及

び全体の平均年齢、年代及び属性に関する

質問紙調査の集計結果を作成した。割合の比

較はカイ二乗検定で行った。全体的な特徴と

して平均年齢は男性が 41.5±12.0 歳、女性が

37.3±11.3 歳、全体で 40.3±12.0 歳であった。

年代別で見ると男性では 30 代が最も多く、女

性では20代が最も多かった。雇用形態では男
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時間労働、恒常的な長時間労働及び仕事の

量・質などの長時間労働に関連する出来事が

多く、他に対人関係の問題も見られた。 

 

(7) 裁量労働制適用者の労災認定事例の

分析（池添）

本研究では取り上げた事案はそれぞれに個

性があり、その上で全体を見て一概に傾向を

示すことは困難であった。また、事例全体の数

は限られており、かつ、被災者の属性や労働

時間等の状況に応じて取り上げた事例は一部

であるため、絶対的な検討結果を示すこともま

た困難であった。それでもなお、検討した事例

から得られる知見を挙げると、第一に労働時間

関係、第二に業務遂行関係、第三に業務負荷

と発症との関係、第四に裁量労働制運用とい

う四つの観点が整理された。 

裁量労働制適用者に係る脳・心臓疾患並

びに精神障害発症の機序は、長期にわたる長

時間労働及びその背景としての、業務の専門

性あるいは業務区分の明確性ゆえに他者との

協働が困難ではないかということ、また特に精

神事案においては被災者の性格も相俟って

業務に過重な負荷がかかっていることであると

考えられる。さらに、精神事案については、上

記業務負荷の問題とともに、あるいは別個独

立して、職場における人間関係を契機として

業務上の心理的負荷が生じ、労働災害が発

生しているものと見られる。 
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徴及び負荷認識に関する分析（髙見）

過労死等データベースから抽出された精神
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く関わる「長時間労働関連事案」の特徴を把握

するための基礎集計を行ったところ、生存事案

で 302 件、自殺事案で 120 件、合計 422 件が

これに該当した（発病時年齢 59 歳以下、正社

員、従業員規模 10 人以上事業場の事案にお

いて集計）。 

全体に占める長時間労働関連事案の割合

は、生存事案において 40.0%、自殺事案にお

いて 66.3%である。長時間労働関連事案の内
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高い。業種や職種においても、生存事案と自

殺事案では分布の特徴が異なるなど、被災者

属性に相違が見られる。 

長時間労働関連事案のうち生存事案につ

いて、長時間労働の環境下で、当事者におけ

るどのような認識・社会関係の下で精神障害

発病がもたらされるのか、業務負荷に関する当

事者の認識と事案経過に着目し、調査復命書

等の記述内容に基づき、被災者の申述からう

かがえる業務負荷の認識と、周囲（職場の上

司・同僚等）の事実認識との比較対照から、事

案の類型的把握を試みた。その結果、発病時

年齢50代の長時間労働関連・生存事案43件

を見ると、事案からは、「ムリが限界に」「業務・

環境への適応」「厳しすぎる指導」「過度の追

及」「不当な扱い」という類型が見出された。長

時間労働下での精神障害発病プロセスにお

いては、被災者の負荷認識に関していくつか

の特徴的な形があることがうかがえる。 

なお、本研究では発病時年齢 40 代の事例

は取り上げていないが、長時間労働関連事案

においては、業務量の問題、環境変化への適

応、上司からの指導・叱責、クレーム対応、職

場の人間関係などの負荷が申述から認められ、

上記の考察と整合する部分が多いことを付記

したい。 

 

２. 疫学研究

(1) JNIOSH コホート研究（高橋）

① 参加者数と各データ収集状況 

昨年に引き続き A 社(7,857 人)の勤怠、健

診、ストレスチェックデータを入手した。また、

新規に B 社（4,174 人）、C 社（2,547 人）、D 社

（2,045 人）、E 社（10,934 人）の勤怠、健診、ス

トレスチェック、質問紙調査の回答を得ることが

できた。本年度までに B 社 3,645 人、C 社

1,630 人、D 社 1,062 人、E 社 838 人のデータ

が収集された。 

② 調査参加者の属性 

今年度得られた全データをもとに男女別及

び全体の平均年齢、年代及び属性に関する

質問紙調査の集計結果を作成した。割合の比

較はカイ二乗検定で行った。全体的な特徴と

して平均年齢は男性が 41.5±12.0 歳、女性が

37.3±11.3 歳、全体で 40.3±12.0 歳であった。

年代別で見ると男性では 30 代が最も多く、女

性では20代が最も多かった。雇用形態では男

 

女とも正社員が最も多かった。 

③ 労働時間、睡眠等に関する質問紙調

査の結果 

質問紙での労働時間・睡眠時間関連項目

について男女別及び全体の回答結果を示し

た。労働時間について、最近 1 か月の 1 週間

当たりの労働時間を尋ねる質問には男女とも

「41-50 時間」と答えた人が最も多かった（男性

49.5％、女性 41.6％）。睡眠について、過去 1

か月の睡眠時間を尋ねる質問には男女とも「6

時間」と答えた人が最も多かった（男性 42.3％、

女性 39.5％）。 

④ B 社における主観的労働時間と客観

的労働時間との関連 

昨年度は、A 社における主観的・客観的労

働時間との関連を検討し、労働時間が51時間

以上になると 2 つの労働時間の一致度が低い

ことを考察した。今年度は B 社のデータを用い

て労務データによる労働時間と質問紙から得

られた労働時間の関連を検討した。その結果、

前年度解析した A 社とは異なり、B 社では労

務データの労働時間が長くなるほど労務デー

タと質問紙データの一致度が下がる傾向は見

られなかった。 

⑤ 残業時間の蓄積と心身の健康指標

との関連 

残業時間の蓄積を過去６か月の月 45 時間

以上の残業頻度（0～6 回）を曝露指標として

健康指標との関連についてA 社のデータで探

索的に解析した。その結果、残業時間の蓄積

と収縮期血圧、拡張期血圧、LDL コレステロー

ルとの間に関連が見られた。収縮期血圧では

残業がなかった人に比べ 5 回、6 回の残業蓄

積のあった人の方の値が低く、拡張期血圧で

は残業のなかった人より 6 回の残業蓄積のあ

った人の方が低値、ALT では 1 回残業があっ

た人より 4 回残業があった人の方の値が高く、

LDL コレステロールにおいて残業がなかった

人より 4、5、6 回の残業の蓄積があった人の方

が高い値を示した。残業時間の蓄積と心理指

標（心理的ストレス反応）との関連では、イライ

ラ感、不安感、疲労感との間に関連が示され、

いずれも残業の頻度が高くなるほど心理的スト

レス反応が高いことが示唆された。 

 
(2) 長距離と地場トラックドライバーの睡眠

が疲労及び血圧に及ぼす影響の検討

（松元）

3 泊以上の長距離運行及び出庫が深夜・早

朝にかかる日帰り運行に従事するトラックドライ

バーを対象として約1週間における勤務ごとの

睡眠と疲労・血圧の変化を調べた。長距離 34

人（うち高血圧者 20 人）と地場 22 人（うち高血

圧者 12 人）の測定結果より、睡眠時間は出庫

時刻の影響を強く受けており勤務間インター

バルが 24 時間以上あっても、早朝出庫（6 時

前）では 6 時間未満であり、9 時頃の出庫に比

して1.6時間短かった。また、長距離と地場とも

に高血圧者においては休日明けの勤務 1 日

目出庫時の血圧値が、他の測定日や測定点と

比して 10mmHg ほど高かった。この血圧値は

出庫前の睡眠時間の影響を受けている様子

は見られなかった。 

 
(3) 過労死等事案から抽出した過労徴候

と労働・生活要因の関連性の検討

（久保）

過労死等事案より抽出した前駆症状を用い

て開発中の「過労徴候しらべ」を用いて、1,992

名のドライバー（平均年齢；46.4 ± 9.1 歳、男

性が 1,947 名）と 536 名の看護師（平均年齢；

36.8±8.4 歳、女性は 451 名）を対象に、彼ら

の労働・生活要因と過労徴候の関連性を明ら

かにするために調査を行った。トラックドライバ

ーの結果において、残業時間や睡眠時間、夜

勤回数、運行スケジュール、手待ち時間等と

過労徴候の関連性が確認された。 

 
３. 実験研究

(1) 長時間労働と循環器負担のメカニズム

解明（劉）

今年度は、①加齢の影響について、30 代、

40 代、50 代の模擬長時間労働時の血行動態

反応を比較した結果、30 代と比べ、50 代の作

業中の収縮期血圧が有意に高く、特に作業時

間の後半でその差が顕著であった。これらの

結 果 は 国 際 学 術 誌 「 Occupational & 

Environmental Medicine」に公表した。今後、

60 代の参加者のデータを追加収集し、加齢の

影響について引き続き検討する予定である。

②短時間睡眠の影響について、計 22 名の参

加者の統制条件（7 時間睡眠）と短時間睡眠

条件（5 時間睡眠）の模擬長時間労働時の血

行動態反応データを収集した。 
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(2) 労働者の体力を簡便に測定するため

の指標開発（松尾）

今年度は、1）昨年度までの被験者実験の

データを用いた分析と論文投稿、2）HRmix の

改良のための被験者実験、3）開発した質問紙

（WLAQ_CRF）や体力検査法（JNIOSH ステッ

プテスト）を用いた横断調査を行った。1）に関

しては、WLAQ_CRF に関わるデータ分析の結

果を論文にまとめ、専門家（査読者）のコンセ

ン サ ス を 得 て 、 学 術 誌 で 公 開 し た

（WLAQ_CRF 開発完了）。2）に関しては、年度

内に 80 人程のデータを、3）に関しては、年度

内に 380 人程のデータを取得する見込みであ

る。 
 
４. 過労死等防止チェックリスト開発に関する

研究

(1) 過労死等の防止支援ツールの開発

（鈴木）

疲労等対策：74編、ストレス対策：878編、ハ

ラスメント等：282 編、が検索に使用したキーワ

ードの条件に合致した。タイトルと抄録の内容

に基づく関連する文献の選択の結果はストレ

ス：54 編、ハラスメント等：19 編であった。長時

間労働対策は、主に安全面の対策として使用

さ れ る FRMS （ Fatigue Risk Management 

System）への言及を除外すると 2編のみであっ

た。過重労働に関する日本語の資料（別途行

った JMED の文献調査）では 67 件がヒットした。 

これらの文献を整理した表を作成した。過労

死等防止に資する支援ツールの開発にあたっ

て、以下の 3 視点から文献が整理された。(1) 

職種や現場の特性へ適合させる：業種や職種、

国ごと、作業への適合が研究課題であった。

現場に応じた評価と改善を同時に進める参加

型チェックリストや、従業員の要望の調査に基

づくツールの開発例があった。(2) 改善の推

進と実効性を高める：職場の組織・文化的状

況とツールの適合性、改善の実行の推進とそ

の実効性に関するツール開発や研究があった。

人間工学的側面などの具体的な環境の改善

を重視したツール開発例があった。(3)支援対

象、評価対象の多様性を考慮する：マネジメン

トの支援、参加型の改善活動支援、産業医や

開業医の支援、教育の支援などがあった。職

場外を含めた多面的な対策例として、公共施

設の健康支援機能をチェックするツールの開

発例もあった。 

 
Ｄ．考察

１. 過労死等事案解析

本年度は、平成 27 年 4 月以降の脳・心臓

疾患と精神障害の労災事案を集め、データベ

ースを更新して経年変化を検証するとともに、

令和元年度は次の課題に取り組み解析を行っ

た。得られた結果についてそれぞれ考察した。 

 
(1) 脳・心臓疾患及び精神障害の労災認

定事案の経年変化と重点業種の解析

（佐々木）

本研究では、平成 22～29 年度の 8 年間の

脳・心臓疾患及び精神障害の労災認定事案

について、その経年変化を検討した。事案デ

ータベースの課題であった平成 22～26 年度

分で調査復命書等が不足している分（5%程度）

を補完したことで、年度間の比較がより正確に

なったと考えられる。また、重点業種について

は概ね平成 22～26 年度に相当する事案を約

5 年間分としてした報告を、業種横断的となる

よう属性等を同一の表において比較し、さらに

経年的にまとめた。 

脳・心臓疾患事案において平成 27 年度の

前後 3 年間を比較したところ、就業規則及び

賃金規程を定めている割合、健康診断受診率

については統計的に有意な増加が認められた。

平成27年度は過労死等防止対策推進法施行

（平成 26 年 11 月）後のデータであり、事業場

の労務管理や健康管理の動向の変化に同法

施行の影響がうかがえるかもしれない。 

精神障害事案において、決定時疾患名で

は平成 27 年度の前後 3 年間を比較したところ、

「心的外傷後ストレス障害(PTSD)」の減少と「適

応障害」の増加に統計的有意差が認められ、

「具体的出来事」では「仕事内容・仕事量の

（大きな）変化を生じさせる出来事」「2 週間以

上にわたる連続勤務」「（ひどい）嫌がらせ、い

じめ、又は暴行」等は同様に有意な増加が認

められた。統計的有意差は認められなかった

ものの「上司とのトラブル」といった職場の対人

関係面の出来事も該当が多く今後も引き続き

注視すべきと考えられる。 

 重点業種の分析からは、業種間で決定時疾

患名や年代、出来事の有無の該当状況に差
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異があったが、両事案とも属性等については

平成 29 年度並びに平成 30 年度分担研究報

告書での報告と大きな相違はなく、今回は年

度別に集計したが年度間の顕著な差異もほと

んど見られなかった。 

以上から、過労死等防止対策推進法施行

（平成 26 年 11 月）前後の実態を比較検討す

ることにより過労死等防止対策の方向性につ

いて確認し、さらに同対策を推進するうえでも

継続的な労災認定事案のモニタリングは重要

である。 

 

(2) 過労死等事案における脳・心臓疾患の

病態に関する研究（吉川）

本研究では過労死等 DB を用いて、脳・心

臓疾患の過労死等として労災認定された事案

のうち、脳疾患（脳卒中）の中でも脳内出血事

案 604 件に注目し、脳内出血の部位別（被殻

出血、脳幹部出血等）解析を含む、その特徴

について検討を行った。 

脳内出血の生死別分析では、脳内出血とし

て認定された事案の死亡割合は脳・心臓疾患

による過労死事案全体に比べ低かったが、こ

れは心臓疾患は脳疾患に比べ死亡率が高い

ことによるかもしれない。脳内出血は高血圧を

背景としており、そのリスク因子である喫煙、飲

酒、食事、運動の状況といった生活習慣、拘

束性の高い連続作業、高温・寒冷へのばく露、

重量物運搬など自動車運転業務の特性等に

も注目して解析を行う必要がある。 

脳内出血の出血部位は被殻出血が半数

（43.8％）を占め、次いで視床出血（16.7％）、

脳幹出血（14.4%）の順であった。これらの出血

部位からの脳内出血は、高血圧症を背景とし

た高血圧性脳内出血に位置づけられており、

過重労働による脳内出血の病態に関連してい

る可能性が高い。生死別と出血部位の検討で

は、脳幹出血は死亡事例が多いという知見が

明らかとなった。脳幹には生命維持に重要な

機能が備わっており、脳幹の機能の特徴が死

亡率の高さと関係している可能性があるが、偶

発的に脳幹に出血が発症したのか、長時間労

働等への過重労働へのばく露によって脳幹が

障害を受けやすいのか等について、より検討

が必要である。 

 

(3) 支給決定された精神障害事案のうち

自殺完遂事案に着目した解析（西村）

本研究では、自殺完遂事案 167 件に着目し

た解析を行った。 

発症日から自殺までの日数では、約半数の

事案が発症から 1 か月以内に自殺しており、

自殺予防における早期発見・早期介入の重要

性が示された。 

職種に目を向けて見ると、専門的・技術的

職業従事者における事案が多いのは精神事

案全体と同一傾向であるが、管理的職業従事

者における自殺率の高さが際立っている。事

務従事者の自殺者数、対 100万雇用者比も高

いことから、ホワイトカラー系の職種において

心理的負荷や長時間労働が生じやすく、自殺

につながりやすい現状が示されている。 

自殺事案の大半において、長時間労働に

関係する出来事が該当していたが、その中で

も 2 割程度の事案が極度の長時間労働に該

当していた。また恒常的な長時間労働に該当

していた事例は全体の 4割を超えていた。これ

らはともに精神事案全体で見た場合の約 2 倍

であり、特に過酷な状況に置かれた被災者が

自殺してしまっていることを裏付けている。 

認定された疾患の種類に関しては、F3 気分

（感情）障害が 9 割を超えており、その中でも

F32 うつ病エピソードが最も多かった。自殺事

案の調査が被災者の死後に行われる都合上、

事後的に集められた周辺情報から下しうる診

断がうつ病エピソードに偏りやすかった可能性

がある。 

約 4 割の事案では当該疾病に係る医療機

関の受診歴があり、多くの場合で投薬や精神

療法などの治療を受けていた一方で、残りの 6

割では受診歴が確認できなかった。受診すれ

ば自殺を完全に防ぐことができるわけではない

が、引き続き精神科等専門家の手を借りやす

くする施策が重要となる。簡易的な解析ではあ

るものの、受診歴があった事案では配偶者の

勧めによる受診と被災者本人の自発的な受診

が多かった。 

自殺事案の時間外労働のパターン解析結

果（図表 2-2）から、A)超長時間労働群や B)時

間外労働漸増群のように元から長時間労働が

常態化していた被災者は多い。一方で、C)時

間外労働急増群や D)長時間労働群のように、

もともとはそこまで重度の時間外労働はしてい

なかったのに何らかの出来事で精神障害を発

症し自殺してしまった事例も半分ほど存在する。
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このように自殺事案に限った解析でも事案ごと

に求められる対策は異なる。人手不足の解消

や有害な時間外労働の規制に加え、心理社

会的な側面や仕事のマネジメントの工夫など、

より多方面からの職場環境改善が求められて

いるといえる。 

本研究の結果から、自殺事案を減らすため

には様々な長時間労働の背景要因に対応す

る必要性だけでなく、長時間労働以外の要因

にも着目した幅広い自殺予防対策の重要性

が示された。 

 
(4) 介護サービス業の事案解析（酒井）

介護労働サービスに従事する労働者の過

労死等事案分析から以下の点が検討できる。 

脳・心臓疾患 7 事案では、過労死認定基準

を超える 80時間以上の時間外労働が記され、

比較的若年層の発症が目立った。勤務施設

で適切な人員配置が行われていないなど、長

時間の時間外労働を許す組織的な問題があ

ることが推測された。また、本脳・心臓疾患 7事

案のうち 5 事案は、夜勤や宿直に関わる発症

であった。特に 1 事案は、仮眠中の発症であ

ったことから、夜間の長時間の拘束時間と仮眠

の関係を明らかにすることが脳・心臓疾患を防

止するには必要と考えられた。また、訪問介護

ステーションと有料老人ホーム等の比較から、

訪問介護ステーションの平均連続日勤日数が

有料老人ホーム等より長いことは、職場が利用

者の自宅である訪問介護者の負担を高めてい

るものと推測された。 

精神障害・自殺 59 事案について、決定時イ

ベントを人的被害事案と非人的被害事案に分

けた場合、人的被害事案では利用者が

60.0％を占め、一見、精神障害事案の現場対

策は困難のように思えた。しかしそれらの決定

時イベントが生じた後の被災者の心理イベント

を解析すると対策の可能性が示唆された。たと

えば、夜間や夜勤時に不安になることを介して

精神障害事案が生じていることから、決定時イ

ベントが生じた場合は、夜勤から除外する、ま

た決定時イベントが生じないように 1 人夜勤を

行わない、などの対策が有効と思われる。また

心理イベントとして上司・組織対応にショックを

受けた事案も多いことから、決定時イベントが

生じた場合には、個人的な上下関係で決定時

イベントを処理するのではなく、組織的対応を

とることなどが重要と思われた。  

 

(5) トラックドライバーの過労死防止を目的

としたデジタルタコグラフのＡＩ解析に関

する研究（酒井）

トラックドライバーの過労死は他業種に比べ

て多く、その対策が喫緊の課題である。これま

での労災調査復命書解析や既存のデジタコ

解析によって、トラックドライバーの運行パター

ンが過労死に大きく関係していることが明らか

になった。しかし、いまだトラックドライバーの運

行パターンや詳細な労働態様に関してデータ

を大規模に集める仕組み自体がないことが研

究を遅らせている。デジタコの搭載は、業界自

体において比較的進んでおり、デジタコデー

タをデータベースに集約させることは時宜であ

る。とりわけ AI 等の分析においては、ヒトが介

在せずデータを収集できる仕組みが重要であ

ることから、デジタコメーカー、システムベンダ

ーを介して自動にデータを集積できる本スキ

ームの推進が期待される。また近い将来、本ス

キームは、外食産業などの高リスク業種などへ

横展開できるものと考えられる。 

 
(6) 裁量労働制対象者の労災認定事案の

特徴に関する研究（菅）

支給決定された裁量労働制の事案につい

て、各事案の発生状況、労災認定事由などか

ら、長時間労働による過重業務、実労働時間

の未把握などの実態が明らかとなった。 

脳・心臓疾患及び精神障害ともに発症時年

齢層では30～40歳代が最も多く、死亡時年齢

では 50 歳未満に全ての事案が該当したことか

ら、裁量労働制の支給決定事案は働き盛りの

若年から中年齢層で多い傾向がうかがえる。

裁量労働制を適用している若・中年労働者の

業務における過重負荷や、心理的負荷の軽

減対策の重要性が示唆された。 

裁量労働制については、導入に先立って、

対象業務、対象労働者、みなし労働時間、労

働者の健康・福祉確保のための措置、対象労

働者からの苦情処理等について、労使協定の

定めや労使委員会での決議が必要であり、こ

れらの労使協定又は決議は所轄の労働基準

監督署への届出が必要となる。これらの事項

等について、今回の支給決定事案の調査復

命書の記載内容から判別し確定することはで
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このように自殺事案に限った解析でも事案ごと
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若年から中年齢層で多い傾向がうかがえる。

裁量労働制を適用している若・中年労働者の

業務における過重負荷や、心理的負荷の軽

減対策の重要性が示唆された。 

裁量労働制については、導入に先立って、

対象業務、対象労働者、みなし労働時間、労
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働者からの苦情処理等について、労使協定の

定めや労使委員会での決議が必要であり、こ

れらの労使協定又は決議は所轄の労働基準
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等について、今回の支給決定事案の調査復
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きないが、各事案の発生状況、労災認定事由

等から、長時間労働による過重業務、実労働

時間の未把握、対人関係の問題による心理的

負荷などの実態が明らかとなった。時間外労

働時間の削減やメンタルヘルス対策、裁量労

働制の趣旨に沿った労働環境の見直しが望ま

れる。 

 
(7) 裁量労働制適用者の労災認定事例の

分析（池添）

裁量労働制適用労働者の事案分析から、

脳・心臓疾患、精神疾患ともにそれぞれの特

徴が整理された。その中で、裁量労働制の制

度運用が法制度に反するような事案は見られ

なかった。しかしそれでもなお、事業場におけ

る裁量労働制度の運用としては十全ではない

点があるように思われる。 

第一に、みなし時間を大幅に超えている実

労働時間となっている事案が見られることであ

る。職場における日々の業務内容に変動があ

るとはいえ、裁量労働制におけるみなし時間

は 1 日当たりの時間で設定される。裁量労働

制は、業務遂行に係る方法と時間配分につい

て労働者に裁量性を認めているとはいえ、み

なし時間を大幅に超える実労働時間までをも

許容する法制度ではないと考えられる。したが

って、事業場・企業は、みなし時間を適正な時

間とすることが求められているといえる。 

第二に、業務の量と質をいかに調整するか

である。与えられた業務を一定の時間内で処

理するには、業務量が多ければ質を低める必

要があるし、量が少なければ質を高めることが

できるが、そもそも求められている質が高くな

いなら、相応の質で処理して次の業務を処理

する、という流れを考えるのがごく自然であろう。

しかし検討した事案では、対外的にはもちろん

対内的にも、質・量ともに求められているように

思われる（とりわけ対外的顧客対応の業務）。

裁量労働制は、業務遂行に当たっての裁量性

は認められているものの、そもそもの業務量・

質がどのようなものであるのかまでは法令上規

制していない。この点は事業場・企業に委ねら

れていることになる。すると、業務を与える事業

場・企業側は、契約上、労働者のみなし時間

に見合った業務の質と量についてのみ労働者

に命じることができるものと理解しておく必要が

あると考える。この意味では、裁量労働制に係

る基本的認識の周知啓発が依然として必要で

あることを想起させる。また、こうした適正な制

度運用においては、先にも触れたように、実際

の職場における上長・管理監督者の采配が重

要である。 

第三に、裁量労働制適用者に係る実労働

時間の把握と管理が適正に行われていないの

ではないかということである。単に実労働時間

の把握と賃金計算のためにだけ出退勤管理を

行うことには意味がない。裁量労働制に関して

は、先行研究でも指摘されているように、実労

働時間が長い傾向にある。また、業務遂行の

裁量性が認められているからといって、事業

場・企業の労働時間把握・管理義務が免除さ

れているわけでもない。したがって、適切に把

握・管理した実労働時間数を、法令上履践す

る義務のある健康福祉確保措置や苦情処理

措置に有効に活用するなどの実務的工夫を

探求していく必要があるものと考える。 

 

(8) 精神障害・長時間労働関連事案の特

徴及び負荷認識に関する分析（髙見）

本研究では、精神障害の認定基準におい

て様々な角度から評価の指標とされる長時間

労働について、その精神障害発病に与えるイ

ンパクトを検討してきた。なかでも、生存事案と

自殺事案の属性的な相違と、長時間労働下で

生じうる負荷認識の形の 2 視点から検討を行

った。 

前者では、認定事実に即して長時間労働関

連事案を定義し、分析対象を抽出した。分析

結果が示すように、事案全体に占める長時間

労働関連事案の割合は、自殺事案において

生存事案よりも高いこと、業務による精神障害

は、長時間労働によってもたらされるものばか

りでなく、事故や災害の体験、仕事の失敗、過

重な責任の発生、役割・地位の変化、対人関

係、セクシュアルハラスメントなどによって発病

する場合等が指摘できた。結果から、長時間

労働関連事案における生存事案と自殺事案と

の被災者属性（業種、職種、勤め先企業数、

勤続年数）の違い、それぞれの被災者像が異

質の性格を持っていること等がわかった。 

後者では、生存事案を対象に、長時間労働

下で、当事者におけるどのような認識・社会関

係の下に精神障害発病がもたらされるのか、

業務負荷に関わる当事者の認識と事案経過
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に着目することで検討した結果、「ムリが限界

に」「業務・環境の変化」「厳しすぎる指導」「過

度の追及」「不当な扱い」と負荷の形が類型化

できた。検討の中で、長時間労働は、発病の

重要な背景を成しているが、労働時間が機械

的に精神障害発病をもたらすというより、被災

者の認識過程、職場での社会関係が、発病プ

ロセスの検討の際に重要な要素である。 

 
２. 疫学研究

(1) JNIOSH コホート研究（高橋）

本研究では、A 社～E 社の５社 13,000 人強

の勤怠データ、健診データ、ストレスチェックデ

ータ、質問紙データから、主に労働時間・残業

時間の蓄積と心身の健康や睡眠時間との関

連についての分析を試みた。その結果、客観

的労働時間と主観的労働時間との横断的解

析では、昨年の A 社と同様の解析を B 社で行

うと、労働者自身の自己申告（質問紙による個

人評価）と企業が保有する労務データとの一

致率は企業により異なることが示唆された。 

また、残業時間の上限規制である45時間以

上の残業時間の蓄積を曝露指標として翌年の

健診値との関連を見た解析の結果では、収縮

期血圧、拡張期血圧、ALT、LDL コレステロー

ルが残業時間の蓄積に関連する可能性が示

唆された。残業時間の蓄積と心理的ストレス反

応との関連を見た解析では、残業時間の蓄積

が心理的ストレス反応にネガティブな関連があ

ることが示唆された。現時点での解析は比較

的短期間（6 か月間）の残業の蓄積と次年度の

データとの前向きの関連を探索的に検証した

結果であり、前年度の各関連指標など調整で

きなかった等の限界があるため、これらを踏ま

えて今後も解析手法の検討を進める予定であ

る。関連評価の質を高めるためには縦断的な

データが不可欠である。そのためにも企業の

継続的な参加協力が望まれる。 

 
(2) 長距離と地場トラックドライバーの睡眠

が疲労及び血圧に及ぼす影響の検討

（松元）

運行形態と睡眠・疲労の関係の評価では、

長距離及び地場（深夜・早朝）において、睡眠

時間は出庫時刻の影響を強く受けていた。勤

務間インターバルが 24 時間以上あっても、早

朝出庫（6 時前）では 9 時頃の出庫に比して平

均で睡眠時間が 1.6 時間短かった。しかし、出

庫前の睡眠時間の差は、トラックドライバーの

行動や心理的な疲労にまで影響している様子

は見られなかった。それに対して、帰庫後の疲

労感は長距離が地場に比して高く、長距離の

1 勤務の拘束時間が長く、運行途中での車中

泊における睡眠時間が短いことによる複合的

な影響がうかがえた。 

高血圧者の血圧値動態の評価では、長距

離と地場ともに、高血圧者においては休日明

けの勤務 1日目出庫時の血圧値が、他の測定

日や測定点と比して 10mmHgほど高かった。こ

の血圧値は出庫前の睡眠時間の影響を受け

ている様子は見られなかった。また、長距離と

地場では睡眠時間や出庫時刻（測定時刻）が

大きく異なるにもかかわらず、血圧値が高くな

る点が同じであったことから、休日明けの勤務

初日に共通して自律神経系の負担を増大させ

る要因があることがうかがえた。しかし、睡眠時

間は出庫時刻により決まっていたため、出庫

時刻が遅い長距離では短時間睡眠の効果を、

出庫時刻が早い地場では長時間睡眠の効果

を本調査では十分に検討できなかった。 

 
(3) 過労死等事案から抽出した過労徴候

と労働・生活要因の関連性の検討

（久保）

本研究で検討した過労徴候は、過労死等

事案の調査復命書に前駆症状として実際に記

載されていた訴えである。本報告では、主にト

ラックドライバーでの働き方とそれらの過労徴

候の訴えの関連性を検討した。その結果、過

労徴候がこれまで指摘されてきたトラックドライ

バーでの疲労リスク要因、つまり、残業時間や

睡眠時間、夜勤回数、運行スケジュール、手

待ち時間等との関連性が確認された。したが

って、行政、職場、個人等のレベルにおいて

工夫を凝らしながら上記の疲労リスク要因を改

善することは、過労死予防に寄与することが改

めて示された結果だと考察される。 

また、過労徴候の訴えをトラックドライバーと

看護師で比較した場合、両職種で「肩・背中に

激しい痛み」、「異常な汗」、「頻繁に会社を辞

めたいと思う」、「休日を疲れて寝て過ごす」と

いった類の訴えが多く見られた。トラックドライ

バーと看護師以外での検討も待たれるが、上

記の過労徴候の訴えが労働に起因して生じる
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に着目することで検討した結果、「ムリが限界

に」「業務・環境の変化」「厳しすぎる指導」「過

度の追及」「不当な扱い」と負荷の形が類型化

できた。検討の中で、長時間労働は、発病の

重要な背景を成しているが、労働時間が機械

的に精神障害発病をもたらすというより、被災

者の認識過程、職場での社会関係が、発病プ

ロセスの検討の際に重要な要素である。 

 
２. 疫学研究

(1) JNIOSH コホート研究（高橋）

本研究では、A 社～E 社の５社 13,000 人強

の勤怠データ、健診データ、ストレスチェックデ

ータ、質問紙データから、主に労働時間・残業

時間の蓄積と心身の健康や睡眠時間との関

連についての分析を試みた。その結果、客観

的労働時間と主観的労働時間との横断的解

析では、昨年の A 社と同様の解析を B 社で行

うと、労働者自身の自己申告（質問紙による個

人評価）と企業が保有する労務データとの一

致率は企業により異なることが示唆された。 

また、残業時間の上限規制である45時間以

上の残業時間の蓄積を曝露指標として翌年の

健診値との関連を見た解析の結果では、収縮

期血圧、拡張期血圧、ALT、LDL コレステロー

ルが残業時間の蓄積に関連する可能性が示

唆された。残業時間の蓄積と心理的ストレス反

応との関連を見た解析では、残業時間の蓄積

が心理的ストレス反応にネガティブな関連があ

ることが示唆された。現時点での解析は比較

的短期間（6 か月間）の残業の蓄積と次年度の

データとの前向きの関連を探索的に検証した

結果であり、前年度の各関連指標など調整で

きなかった等の限界があるため、これらを踏ま

えて今後も解析手法の検討を進める予定であ

る。関連評価の質を高めるためには縦断的な

データが不可欠である。そのためにも企業の

継続的な参加協力が望まれる。 

 
(2) 長距離と地場トラックドライバーの睡眠

が疲労及び血圧に及ぼす影響の検討

（松元）

運行形態と睡眠・疲労の関係の評価では、

長距離及び地場（深夜・早朝）において、睡眠

時間は出庫時刻の影響を強く受けていた。勤

務間インターバルが 24 時間以上あっても、早

朝出庫（6 時前）では 9 時頃の出庫に比して平

均で睡眠時間が 1.6 時間短かった。しかし、出

庫前の睡眠時間の差は、トラックドライバーの

行動や心理的な疲労にまで影響している様子

は見られなかった。それに対して、帰庫後の疲

労感は長距離が地場に比して高く、長距離の

1 勤務の拘束時間が長く、運行途中での車中

泊における睡眠時間が短いことによる複合的

な影響がうかがえた。 

高血圧者の血圧値動態の評価では、長距

離と地場ともに、高血圧者においては休日明

けの勤務 1日目出庫時の血圧値が、他の測定

日や測定点と比して 10mmHgほど高かった。こ

の血圧値は出庫前の睡眠時間の影響を受け

ている様子は見られなかった。また、長距離と

地場では睡眠時間や出庫時刻（測定時刻）が

大きく異なるにもかかわらず、血圧値が高くな

る点が同じであったことから、休日明けの勤務

初日に共通して自律神経系の負担を増大させ

る要因があることがうかがえた。しかし、睡眠時

間は出庫時刻により決まっていたため、出庫

時刻が遅い長距離では短時間睡眠の効果を、

出庫時刻が早い地場では長時間睡眠の効果

を本調査では十分に検討できなかった。 

 
(3) 過労死等事案から抽出した過労徴候

と労働・生活要因の関連性の検討

（久保）

本研究で検討した過労徴候は、過労死等

事案の調査復命書に前駆症状として実際に記

載されていた訴えである。本報告では、主にト

ラックドライバーでの働き方とそれらの過労徴

候の訴えの関連性を検討した。その結果、過

労徴候がこれまで指摘されてきたトラックドライ

バーでの疲労リスク要因、つまり、残業時間や

睡眠時間、夜勤回数、運行スケジュール、手

待ち時間等との関連性が確認された。したが

って、行政、職場、個人等のレベルにおいて

工夫を凝らしながら上記の疲労リスク要因を改

善することは、過労死予防に寄与することが改

めて示された結果だと考察される。 

また、過労徴候の訴えをトラックドライバーと

看護師で比較した場合、両職種で「肩・背中に

激しい痛み」、「異常な汗」、「頻繁に会社を辞

めたいと思う」、「休日を疲れて寝て過ごす」と

いった類の訴えが多く見られた。トラックドライ

バーと看護師以外での検討も待たれるが、上

記の過労徴候の訴えが労働に起因して生じる

 

脳心臓疾患特有の訴えであるのか、あるいは、

その背景にある病態生理の検証も今後の重要

な課題である。さらに、縦断調査による検討を

通じて、本研究で用いられた過労徴候が過労

死発症の予兆として有用なのかどうかも、「過

労徴候しらべ」の有効性を検討する上で重要

な課題である。 

 
３. 実験研究

(1) 長時間労働と循環器負担のメカニズム

解明（劉）

第一期研究の結果から、長時間労働は心

血管系の負担を増大し、特に安静時血圧が高

めの者の負担が大きいことが示された。第二

期の研究では、作業前の安静時血圧が同程

度でも、長時間労働の場合には 50 代は 30 代

と比べ、心血管系反応が特に作業の後半が大

きく、高年齢群の心血管系負担がより大きいこ

とが示された。やむを得ず長時間労働しなけ

ればならない場合、安静時高血圧者や高年齢

者などの高リスク群に特別な配慮が必要かもし

れない。さらに、第二期研究では、60 代の参

加者のデータを追加し、加齢の影響を引き続

き検討する予定である。 

また、長時間労働時には短時間睡眠になり

やすく、疲労回復が不十分であることが懸念さ

れる。第二期研究では、長時間労働と短時間

睡眠の交互作用を明らかにし、短時間睡眠後

の長時間労働時における循環器負担を解明

する。 

さらに、第一期研究の結果から、50 分以上

の休憩は心血管系の過剰反応を抑制する効

果が認められた。労働基準法では、休憩の回

数とタイミングなどに関する具体的な規定はな

く、夕方以降の時間外労働の場合は休憩せず

に作業し続けることも予想される。その結果、

長時間労働による循環器系への負担が蓄積し

やすいと考えられる。第二期研究では、特に

時間外労働の多い夕方以降に長めの休憩を

配置するタイミングを具体的に検討する。 

 
(2) 労働者の体力を簡便に測定するため

の指標開発（松尾）

本研究は第 1 期の初年度に開始し、今年度

が 5 年目である。被験者実験は第 1 期の 2 年

目に開始し、昨年度までの 3 年間で約 200 人

のデータを収集した。このデータを分析し、本

研究の最初の成果として WLAQ_CRF が開発

された。JST1 に関しては現在、論文投稿中、

JST2 やウェアラブル機器を用いた方法につい

ては現在、被験者実験中である。データ収集、

分析、専門家の審査（論文投稿）の各作業を

着実に進め、HRmix 開発に繋がるエビデンス

を構築していきたいと考えている。 

 
４. 過労死等防止チェックリスト開発に関する

研究

(1) 過労死等の防止支援ツールの開発

（鈴木）

過労死等の防止のための具体的な対策ア

クションの実行・継続を支援するために、各現

場の状況や意見に基づいた対策の検討がで

きる柔軟性のあるツールの開発のための基礎

情報の収集と整理を行った。検索では、過労

死等に結びつく健康リスクとなる①過重労働、

②ストレス、③暴力・いじめ・ハラスメント等のそ

れぞれの対策を支援するツールに関する情報

を目標とした。同定された上記について、問題

別、主に想定されたアウトプット、利用者・支援

対象者及び評価・改善や介入の対象に基づ

いた分類を試みた。 

 
Ｅ．結論

１. 過労死等事案解析

(1) 脳・心臓疾患及び精神障害の労災認

定事案の経年変化と重点業種の解析

（佐々木）

本研究では 8 年間の労災認定事案のデー

タベースを作成し、経年変化を中心とした解析

を行った。その結果、性別、年齢、決定時疾患

名といった項目、さらには重点業種における同

項目にも年度間で顕著な差異は見られなかっ

た。一方、脳・心臓疾患事案では、被災者の

事業場が就業規則及び賃金規程を有する割

合、又は健康診断実施率が平成 27 年度以降

に増加、また、精神障害事案では出来事（業

務による心理的負荷）の「仕事内容・仕事量の

（大きな）変化を生じさせる出来事」、「2週間以

上にわたる連続勤務」及び「（ひどい）嫌がらせ、

いじめ、又は暴行」も平成 27 年度以降に増加

していることを認めた。以上から、過労死等防

止対策推進法施行（平成 26 年 11 月）前後の

実態を比較検討することにより過労死等防止

対策の方向性について確認し、さらに同対策
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を推進するうえでも継続的な労災認定事案の

モニタリングは重要である。 

 
(2) 過労死等事案における脳・心臓疾患の

病態に関する研究（吉川）

本研究では、脳・心臓疾患による過労死等

における決定時疾患名として脳内出血に分類

された 7 年間（平成 22 から 28 年度）の事案

604 件を対象として、性別、生死、業種、脳内

出血の部位別（被殻出血、脳幹部出血等）解

析を行った。その結果、死亡は脳内出血全体

の約 2 割を占めた。性別は男性が 9 割以上を

占めた。発症年齢は 50～59 歳代が最も多く、

40～59 歳代以上で全脳内出血事案の約 8 割

を占めた。業種では、運輸業・郵便業が 3分の

1 を占め最も多く、続いて卸売業・小売業、製

造業であった。死亡割合では、運輸業・郵便

業に次いで建設業が 2 番目に高かった。出血

部位別の統計では、全体では被殻出血が半

数（43.8％）を占めた。続いて、視床出血

（16.7％）、脳幹出血（14.4%）の順であり、これ

らを合わせると約 8 割が被殻・視床・脳幹出血

であった。生存事案では被殻出血が 55.3％と

最も多いが、死亡事案では脳幹出血が 35.5%

と最も多かった。発症部位別統計では、右が

36.9％で、左が 40.6%と、やや左部位の出血が

多い傾向にあった。労災認定理由では、「長

期間の過重労働」が 93.0％を占めた。短期間

の過重業務は 4%、異常な出来事への遭遇は

3%であった。今後、発症病態について一般患

者のデータとの比較を行い、循環器疾患の専

門家との検討等は必要である。 

 

(3) 支給決定された精神障害事案のうち

自殺完遂事案に着目した解析（西村）

本研究では、精神障害を発症し自殺してし

まった労災事案について、平成 27 年度と 28

年度の全件を対象にその実態を調査した。特

に、自殺事案に多く見受けられる長時間労働

については、その背景要因と過去 6 か月の推

移についてさらなる解析を行った。 

結果、男性 30～40 代の被災者が多いこと、

職種としてオフィスで働く事務系・管理系の職

業従事者が多いことなどが示された。長時間

労働の背景としては、慢性的な人手不足（業

務過多）だけでなく、仕事内容や職責の変化

などによって長時間労働が発生した実態が明

らかとなった。時間外労働時間のパターン解

析からも、慢性的な長時間労働だけでなく、発

症前に労働時間が増加していく傾向を示した

事案が一定数見受けられた。時間外労働以外

の精神障害の背景要因としては、対人トラブル

が最も多く見受けられた。 

以上のことから、精神障害事案のなかでも

最も重篤な結末である自殺事案の防止には、

長時間労働の総量規制だけでなく、心理社会

的にも負担の少ない職場環境の構築が求めら

れる。 

 
(4) 介護サービス業の事案解析（酒井）

本研究では、過労死大綱で過労死等の多

発が指摘されている医療等の業種に位置付け

られる医療・福祉業のうち、介護サービス業の

脳・心臓疾患及び精神障害について過労死

防止対策の提案を念頭において解析すること

を目的とした。その結果、脳・心臓疾患事案で

は、長時間労働に加えて、長時間夜勤時の対

策が必要と結論づけた。一方、精神障害事案

では、決定時疾患を生じさせる決定イベントが

心理イベントを介して発症していたことから、心

理イベントの予防を行うこと、具体的には、1 人

夜勤を避ける、決定イベントが生じたら速やか

に組織的な対応を行う、イベント後に長時間労

働をさせない等の対策が有効であることが示

唆された。 

 

(5) トラックドライバーの過労死防止を目的

としたデジタルタコグラフのＡＩ解析に関

する研究（酒井）

本研究では、トラックドライバーの過労死を

低減させる目的で、トラック事業者がトラックに

搭載しているデジタコグラフのAI解析を目的と

して、大原労研、デジタコメーカー、システムベ

ンダー3 者によりプロジェクトチームを結成し、

デジタコデータの集積方法、データ解析スキ

ームの構築、トラック事業者に対するデータの

フィードック方法を策定した。その結果、1,000

例以上のデジタコの利用が可能になった。今

後、研究のスキームに基づいて研究を展開し

ていく。 

 
(6) 裁量労働制対象者の労災認定事案の

特徴に関する研究（菅）

本研究では、裁量労働制対象者の労災認
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を推進するうえでも継続的な労災認定事案の

モニタリングは重要である。 

 
(2) 過労死等事案における脳・心臓疾患の

病態に関する研究（吉川）

本研究では、脳・心臓疾患による過労死等

における決定時疾患名として脳内出血に分類

された 7 年間（平成 22 から 28 年度）の事案

604 件を対象として、性別、生死、業種、脳内

出血の部位別（被殻出血、脳幹部出血等）解

析を行った。その結果、死亡は脳内出血全体

の約 2 割を占めた。性別は男性が 9 割以上を

占めた。発症年齢は 50～59 歳代が最も多く、

40～59 歳代以上で全脳内出血事案の約 8 割

を占めた。業種では、運輸業・郵便業が 3分の

1 を占め最も多く、続いて卸売業・小売業、製

造業であった。死亡割合では、運輸業・郵便

業に次いで建設業が 2 番目に高かった。出血

部位別の統計では、全体では被殻出血が半

数（43.8％）を占めた。続いて、視床出血

（16.7％）、脳幹出血（14.4%）の順であり、これ

らを合わせると約 8 割が被殻・視床・脳幹出血

であった。生存事案では被殻出血が 55.3％と

最も多いが、死亡事案では脳幹出血が 35.5%

と最も多かった。発症部位別統計では、右が

36.9％で、左が 40.6%と、やや左部位の出血が

多い傾向にあった。労災認定理由では、「長

期間の過重労働」が 93.0％を占めた。短期間

の過重業務は 4%、異常な出来事への遭遇は

3%であった。今後、発症病態について一般患

者のデータとの比較を行い、循環器疾患の専

門家との検討等は必要である。 

 

(3) 支給決定された精神障害事案のうち

自殺完遂事案に着目した解析（西村）

本研究では、精神障害を発症し自殺してし

まった労災事案について、平成 27 年度と 28

年度の全件を対象にその実態を調査した。特

に、自殺事案に多く見受けられる長時間労働

については、その背景要因と過去 6 か月の推

移についてさらなる解析を行った。 

結果、男性 30～40 代の被災者が多いこと、

職種としてオフィスで働く事務系・管理系の職

業従事者が多いことなどが示された。長時間

労働の背景としては、慢性的な人手不足（業

務過多）だけでなく、仕事内容や職責の変化

などによって長時間労働が発生した実態が明

らかとなった。時間外労働時間のパターン解

析からも、慢性的な長時間労働だけでなく、発

症前に労働時間が増加していく傾向を示した

事案が一定数見受けられた。時間外労働以外

の精神障害の背景要因としては、対人トラブル

が最も多く見受けられた。 

以上のことから、精神障害事案のなかでも

最も重篤な結末である自殺事案の防止には、

長時間労働の総量規制だけでなく、心理社会

的にも負担の少ない職場環境の構築が求めら

れる。 

 
(4) 介護サービス業の事案解析（酒井）

本研究では、過労死大綱で過労死等の多

発が指摘されている医療等の業種に位置付け

られる医療・福祉業のうち、介護サービス業の

脳・心臓疾患及び精神障害について過労死

防止対策の提案を念頭において解析すること

を目的とした。その結果、脳・心臓疾患事案で

は、長時間労働に加えて、長時間夜勤時の対

策が必要と結論づけた。一方、精神障害事案

では、決定時疾患を生じさせる決定イベントが

心理イベントを介して発症していたことから、心

理イベントの予防を行うこと、具体的には、1 人
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(5) トラックドライバーの過労死防止を目的

としたデジタルタコグラフのＡＩ解析に関
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本研究では、トラックドライバーの過労死を

低減させる目的で、トラック事業者がトラックに
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い、事案全体に占める割合のほか、生存事案
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労働の環境下で精神障害発病がどのように

生じうるのか、被災者の負荷認識と周囲の
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で検討した。 

長時間労働関連事案においても、長時間

労働それ自体が発病要因として被災者に認

識されているとは限らない。むしろ、環境変

化、対人関係、職場での出来事等に焦点があ

たっている場合も少なくない。長時間労働

は、発病の重要な背景を成しているが、労働

時間が機械的に精神障害発病をもたらすと

いうより、被災者の認識過程、職場での社会

関係が、発病プロセスの検討の際に重要な

要素であることがわかる。ただ、長時間労働

が、こうした精神障害発病のきっかけとな

る事象・認識を生む「土壌」となっているこ

とも見逃してはならない。 

精神障害による労災申請・認定件数は、い

まだ多くを数えている。労働時間に関して

は、2018 年改正法において時間外労働の上

限規制が法制化され、本稿で扱った水準の

長時間労働は法違反とされ、監督・指導の対
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象となった。本稿で見たように、長時間労働

は、様々な過程を経て労働者の精神的健康

を著しく阻害しうる。企業における法令順

守、行政による監督指導強化等によって、長

時間労働の是正が強く求められる。 

 
２. 疫学研究

(1) JNIOSH コホート研究（高橋）

JNIOSH コホート研究は国内の企業などに

勤務する 2 万人ほどの労働者集団（コホート）

を構築した上で、長期（5～10 年）にわたる追

跡調査を行う職域大規模調査研究である。今

年度は A 社 2 年目の調査データに加え、 B

社 3,645 人、C 社 1,630 人、D 社 1,062 人、E

社 838 人計の勤怠データ、健診データ、ストレ

スチェックデータ、労働時間や睡眠に関する

回答を得ることができた。さらに、F 社(参加者

12,000 人以上) 、G 社(参加者 4,363 人) 、H

社（企業規模 66,000人、個別の参加者数は未

定）から研究協力への同意が得られ、次年度

に初回の各データが揃う予定である。 

今年度は目標数を達成するための参加者リ

クルート、ベースライン調査の基盤を整えること

ができた。今後の課題は、研究参加企業及び

参加者の参加継続の維持である。参加企業へ

の結果報告、従業員の心身の健康増進につ

ながるフィードバック等、継続率維持のための

対策についても検討していきたい。 

 
(2) 長距離と地場トラックドライバーの睡眠

が疲労及び血圧に及ぼす影響の検討

（松元）

本研究ではトラックドライバーの過労死防止

に効果的な介入策の立案に向けて、働き方や

休み方の異なる長距離及び地場トラックドライ

バーの睡眠が疲労及び血圧に及ぼす影響を

現場観察調査により検討した。その結果、長

距離の疲労感に及ぼす拘束時間の長い勤務

と車中泊による短い睡眠時間の影響が明らか

になった。また、長距離と地場ともに休日明け

勤務 1 日目の出庫時の収縮期血圧が、睡眠

時間や出庫時刻にかかわらず高くなることが

明らかになった。今後、さらに疲労や血圧に及

ぼす睡眠の効果を明らかにするためには、長

距離と地場ともに労働時間や勤務間インター

バル、出庫時刻が異なる様々な勤務パターン

に従事するトラックドライバーを対象として、長

期的に追跡する必要がある。 

 
(3) 過労死等事案から抽出した過労徴候

と労働・生活要因の関連性の検討

（久保）

本研究は、過労死等事案より抽出した過労

徴候を用いて開発中の「過労徴候しらべ」を用

いて、トラックドライバーと看護師を対象に、彼

らの労働・生活要因と過労徴候の関連性を検

討した。その結果、これまで、トラックドライバー

における疲労リスク要因とされてきた残業時間

や睡眠時間、夜勤回数、運行スケジュール、

手待ち時間等と過労徴候の関連性が確認さ

れた。このことより、それらの疲労リスク要因を

行政、職場、個人等のレベルにおいて工夫を

凝らしながら改善することは、過労死予防に寄

与することが再確認された結果といえる。また、

本研究では最終的な目標として、過労死リスク

を予測し、防止するためのツールとして「過労

徴候しらべ」の開発を念頭に置いているが、今

後は、本研究で過労徴候として取り上げた訴

え以外の収集や、他業種や他職種での比較・

検討、更には縦断的な検討を通じて「過労徴

候しらべ」の洗練化を行うこととする。 

 
３. 実験研究

(1) 長時間労働と循環器負担のメカニズム

解明（劉）

本研究から、①長時間労働時の加齢や安

静時血圧の影響を考慮したより具体的な対策

を検討すること、②長時間労働時の睡眠確保

に関する提案を行うこと、③長時間労働による

心血管系の負担を軽減するための勤務中の

休憩配置を提案することが可能になることが考

えられる。将来的に、これらの対策は検証を経

て、実際に労働現場に取り入れることができれ

ば、労働者の健康維持、さらに循環器系疾患

が原因となる過労死の予防につながると考え

られる。 

 
(2) 労働者の体力を簡便に測定するため

の指標開発（松尾）

今年度は、1）昨年度までの被験者実験の

データを用いた分析と論文投稿、2）HRmix の

改良のための被験者実験、3）WLAQ_CRF や

JSTを用いた横断調査を行った。本研究も5年

目となり、被験者実験のデータも蓄えられ、
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心血管系の負担を軽減するための勤務中の

休憩配置を提案することが可能になることが考

えられる。将来的に、これらの対策は検証を経

て、実際に労働現場に取り入れることができれ

ば、労働者の健康維持、さらに循環器系疾患

が原因となる過労死の予防につながると考え
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改良のための被験者実験、3）WLAQ_CRF や

JSTを用いた横断調査を行った。本研究も5年

目となり、被験者実験のデータも蓄えられ、

 

WLAQ_CRF の開発など、具体的な成果も得ら

れ始めた。今年度のデータ収集も概ね順調に

進んだ。次年度以降も各作業を着実に進め、

HRmix 開発に繋がるエビデンスを構築してい

きたい。定期的なCRF評価を疾病予防策に活

用する利点は国際的にも唱えられている。例

えば、American Heart Association は、その公

式声明論文（Circuilation,2016）の中で、“CRF

は疾患発症に関わる重要なリスクファクターの

中で、唯一、定期検査の仕組みが整っていな

い健康指標”と指摘している。本研究はこのよ

うな課題の解決策にも通ずる。HRmix の開発

及びその活用システム構築に向けた研究を進

展させることで、過労死関連疾患の予防に貢

献する成果、ひいては国民の健康増進に貢献

する成果をあげたいと考えている。 

 
４. 過労死等防止チェックリスト開発に関する

研究

(1) 過労死等の防止支援ツールの開発

（鈴木）

過労死等の防止のための具体的な対策ア

クションの実行・継続を支援するために、各現

場の状況や意見に基づいた対策の検討がで

きる柔軟性のあるツールの開発のための基礎

情報の収集と整理ができた。簡便性を重視し

ての、個々の業種・職種などの特性の検討に

基づいた職種特化型ツールの検討が考えら
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fatigue symptoms among truck drivers 

by the list of prodrome of Karoshi. 

Finnish Institute of Occupational 

Health seminar. 2019． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む）

なし 
 
Ｉ．文献

なし 
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